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がん対策推進協議会委員名簿

平成22年 10月 6日

○

◎

氏名 所属・役職

:たヨJ9市首17:ナ 特定非営利活動法人グループロネクサス理事長

響茎雀表 山形県酒田市健康福祉部健康課主任
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江 口 研二 帝京大学医学部内科学講座教授

かきぞえただお

垣添 忠生 財団法人日本対がん協会会長

罰 雪 独立行政法人国立がん研究センター理事長

かわごえ  こう
川越  厚 医療法人社団パリアンクリニック川越院長

蒸品
｀
撃筆 カトレアの森代表

毎勤囀
わ
讐Eち 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科准教授

なかざわ あ詢 )り

中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長

の た てつお
野田 哲生 財団法人癌研究会癌研究所所長

齢
か
堪よE' 特定非営利活動法人日本医療政策機構理事

節 翼讐 国立大学法人広島大学自然科学研究支援センター長

錯罪
｀
ドし阜 社団法人日本看護協会常任理事

ほさか  し1ずり
保坂 シゲリ 社団法人日本医師会常任理事

霜 晨畠臭 読売新聞社会保障部記者

ば
去日甜 特定非営和l活動法人周南いのちを考える会代表

みなみ ひろのぶ
南  博信 国立大学法人神戸大学医学部附属病院腫瘍内科教授
みよし  あや
三好  綾 特定非営利活動法人がんサポートかごしま代表

もんでん もりと

門田 守人 国立大学法人大阪大学理事
口副学長

塁許謁
か
格薪阜 特定非営利活動法人高知がん患者会一喜会会長

◎・口・会長、0・ ロロ会長代理 (50音順、敬称略)



資料 f

1_緩和ケア専門委員

2.―小児がん専門委員.

第 1回 平成23年 1月 11日 (火)14:00～ 厚生労働省 専用第17会議 (16階 )

議題 :小児がんの今後の課題について

第2回 平成23年 2月 9日 (水)14:00～ 三田共用会議所 講堂 (予定)

3.がん研究専門委員

第 1回 平成23年 1月 14日 (金)14:00γ 厚生労働省 共用第9会議(19階)

議題 :がん研究の今後の課題について

第2回 平成23年2月 14日 (月 )14:00～ 経済産業省別館 (予定)

がん対策推進協議会 専門委員会の開催状況について
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◎

がん対策推進協議会

緩和ケア専門委員会 委員名簿

平成23年 1月 (11日 現在

(区分別、五十音順)(敬称略 )
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◎・・・委員長

区分 氏名 所 属

協議会委員
え ぐ ち  け ん じ
江 口 研 二 帝京大学医学部内科学講座教授

協議会委員 ば
六円

わ
＝誠一＝

特定非営利活動法人周南いのちを考える会代表

専門委員
あきやま  み き
秋 山 美 紀 慶應義塾大学総合政策学部准教授

専門委員
おおにし  ひ で き
大 西 秀 樹 埼玉医科大学国際医療センター精神腫瘍科教授

専門委員
し ま
志 真

ぉ
夫
村
泰 筑波メディカルセンター病院副院長

専門委員
ひがК ち  た か し
東 口 高 志 藤田保健衛生大学医学部外科

コ緩和医療学講座教授

専門委員
まるぐち

丸 ロ ミサ ヱ 独立行政法人国立がん研究センタT中央病院看護部長

専門委員
よ みや

余宮 きのみ 埼玉県立がんセンター緩和ケア科

参考人
かわごえ    こう
川 越  厚 医療法人社団パリアンクリニック川越院長

参考人
なかがわ  けいいち
中 川 恵 ― 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科准教授

参考人
ら、く い と し こ

福 井 トシ子 社団法人日本看護協会常任理事



がん対策推進協議会      ~
小児がん専門委員会 委員名簿

平成23年 1月 11日現在

◎

◎…・委員長   | (区分別、五十音順)(敬称略)

区 分 氏  名 所 属

協議会委員
瑚̈

しんすけ

慎介 特定リト営利活動法人グループ
ロネクサス理事長

協議会委員
ひやま えいそう
檜山 英三 国立大学法人広島大学自然科学研究支援センター長

専門委員 凱
ヽ俣
お
＝
句

ともこ

智子 ` 武蔵野大学人間関係学部社会福祉学科専任講師

専門委員 芦 羅1壁 大阪市立総合医療センター副院長

専門委員 」脚
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専門委員
も うえ ゆうこ
馬上 祐子 小児脳腫瘍の会副代表

専門委員
もり  て つ や
森 鉄 也

独立行政法人国立成育医療研究センター病院
血液腫瘍科医長
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.がん対策推進協議会    |
がん研究専門委員会 委員名簿■

平成23年 1月 14日 現在

◎

◎…・委員長 (区分別、五十音順)(敬称略)

区  分 氏   名 所 属

協議会委員
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独立行政法人国立がん研究センタT
がん対策情報センターがん情報・統計部長

専門委員
な お え  と も き
直 江 知 樹

国立大学法人名古屋大学大学院医学系研究科
病態内科学講座血液・腫瘍内科学教授

専門委員 ↓
西
勧
中

よういち

洋 一
国立大学法人九州大学大学院医学研究院
臨床医学部門内科学講座呼吸器内科学分野教授

専門委員
ひらおか  まさひろ
平 岡 真 寛

国立大学法人京都大学大学院医学研究科
放射線医学講座放射線腫瘍学・画像応用治療学教授

専門委員
まつばら  ひさひろ
松 原 久 裕

国立大学法人千葉大学大学院医学研究院
先端応用外科学教授

専門委員 σ
野
ま
間

ひろゆき

博 行
学校法人自治医科大学医学部
ゲノム機能研究部教授
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資 料 2

がん診療連携拠点病院のあり方等に係る集中審議概要 (その1)

1.がん診療連携拠点病院のあり方 (役割・要件等)について
① がん診療連携拠点病院の役害」について、どう考えるのか (均てん化・集約イヒ)
● 専門的な診療 (粒子線治療、小児がん医療、一部手術等)は集約イし、緩
和ケアや二般的な放射線治療は均てん化の方向で検討してはどうか。
● 5大がんは均てん化、稀少がんは集約化の方向で検討してはどうか。
● 医師不足が進行しているため、手術についても、集約化を検討せざるを

得ない状況。        、

● しかし、拠点病院に患者を集約化させると:患者があふれてしまう i

● 病院という「点」ではな<、「面」的に地域で対応する方向性で検討す
べき

②拠点病院の配置等をどう者えるのか
● 2次医療圏に概ね―箇所配置することについては、地域差もあり皿配が
生じているため、それぞれの地域ごとの実情を踏まえて指定すべき。

③ 都道府県認定拠点病院をどう考えるか

2_がん診療連携拠点病院の機能
①機能の表示
● 相談支援センターやセカンドオピニオンの掲示が患者目線でつ<られ
ていない (わかりづらい)

②その他
● 患者目線での対応強イヒという観点から、日本医療機能評価機構の病院機 ,

能評価を要件に入れてはどうか

3。 がん診療連携拠点病院の評価

ネットワークによるアウトカム指標の導入についてどのように考えるか6

4.がん診療連携拠点病院に対する財政措置
①補助金を増額して拠点病院である自覚を院内に認識させるべき。

② 1/2の補助では不用が出てしまうので、10/10とすべき。



資 料 3

がん診療連携拠点病院等の役害」等について

がん患者が、進行・再発といつた様々ながんの病態に応じて、安lb・ 納得で

きるがん医療が受けられるようにするためて前回の議論等を踏まえ、以下のと
おりとしてはどうか。

(1)課題
がん患者や家族の意向を踏まえ、住み慣れた地域での療養を行うため
には、がん診療連携拠点病院のみならずですべてのがん診療に携わる医
療機関において、適切ながん医療が行われることが重要である。
.今
後、高齢イヒによるがん患者数の増加等も見込まれごがん診療連携拠
点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連携拠点病院
をいう。以下同じ。)と地域の医療機関のよリー層の連携が重要である

`

すべてのがん診療に携わる医療機関において、がんに係る標準的治療
等を提供し、必要に応じてがん診療連携拠点病院と連携することが望ま

しい。また、治療の初期段階からの緩不ロケアについて、医師等が理解し

て対応することが望ましい。                  し

(1)これまでの役害!
我が国に多いがん等について専門的ながん医療の提供を行い、地域に
おけるがん診療の連携協力体制を構築し、がん患者に対する相談支援及
び情報提供を行う、2次医療圏におけるがん診療連携の拠点病院

:てがん診療の質の向上を図る必要があるのではないか。また、研修の実
施や病病連携・病診連携等、地域全体のがん診療の質の底上げに取り組
む地域がん診療連携拠点病院を、評価すべきではないか:     …
2次医療圏に概ね11箇所の指定を行うことについては、がん患者数や
患者の受療動向等地域の実情を踏まえ、都道府県で柔軟に対応できるよ
うにとの要望がある。また、本だ約3分の1の 2次医療圏においてがん
診療連携拠点病院が整備されておらず、病病連携 1病診連携が必ずしも
進んでいない地域がある可能性がある。 `    

′
  |

(案 )

-1-



| |(3)今倒   |
①地域がん診療連携拠点病院の役害」等         .
地域がん診療連携拠点病院においては、従来どおり、我が国に多いが
｀
ん等の患者に対して集学的治療を行うとともに、チームによる緩和ケア

を外来等においても実施する。ただし、一定規模以上の患者を診療する

ことや〔がん患者及びそめ家族が心の悩みや体験等を語り合うための場
を設けることについて新たな要件とし、地以がん診療連携拠点病院の質
の向上を図つてはどうか。また地域連携クリテキカルバスの運用や地域
における研修、医師等からの相談への対応等、地域連携の取組を評価す
ることとしてはどうか。さらに、再発がん等についても対応することが

望ましいこととしてはどうか。

②がん診療連携拠点病院の配置について

(案 1)二次医療圏に概ね 1箇所がん診療連携拠点病院を整備すること
を目標とすることとしてはどうか (従来どおり)。 lBしく要件を満
たす病院がない二次医療圏については、次項③「準がん診療連携
拠点病院」を新たに設置してはどうか。

これまでどおりの目標

メリット ァメリット

地理的条件や交通事情等を考慮した
二次医療圏に一箇所がん診療連携拠
点病院を整備することは、医療の均て

ん化に資する  ′

非都心部から都lb部への人□移動が進

む中、空白の医療圏において拠点とな

る病院を整備することは厳しい状況で

あり、むしろ拠点となる病院と空自の

医療圏における医療機関の連携を女0何
に進めていくかが課題  :

(参考)

~   (案
2)人□、医療機関間連携の状況、患者の受療行動等を勘案し、都
道府県において弾力的にがん診療連携拠点病院の配置を検討する
こととしてはどうか。             .

(参考)

弾力的な配置
メリット ァメリット

要件を満たす拠点病院を中心とした

区1或を設定することにより、国内の地
上或連携を加速イしさせることが期待で

きる

● 将来的な設置数が不明
● がん診療連携拠点病院へのアクセ
スについて、都道府県格差や医療固
格差が生じる可能性がある

③準がん診療連携拠点病院の設置
・   ②に示す医療圏内において要件を満たす病院の整備ができない場合



のみを対象とし、地域連携め拠点となる準がん診療連携拠点病院も例外
的に指定できることとし、柏談支援機能及び院内がん登録を行うことと
してはどうか。なお、準拠点病院において提供すべきがん診療の範囲(集
学的治療やチ‐ムによる緩和ケア等)について、どのように考えるか。

(1)これまで

都道府県におけるがん診療の質の向上及びがん診療の連携協力体制
の構築に関し中lb的な役割を担う (都道府県に1箇所整備)

ドラッグラグ解消に資する取組を、がん診療連携拠点病院においても
行うべきではないか。
(参考)

中医協においては、海外でT定の実績があり、医療上の必要性の高い、国内未
承認薬や適応外薬を用いる技術等について、現行の保険外併用療養費の運用の見
直しについて議論を行っており、抗がん剤に係るものについては、対象となる医
療機関群の例として都道府県がん診療拠点病院等が例として掲げられていると
ころ。
′
また、医療イノベニシヨン会議においては、「全国臨床研究ネットワークめ

立ち上|プ (当面はがん分野について、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会

|(3)今倒
都道府県がん診療連携拠点病院においては、以上の地域がん診療連携:

拠点病院の役害」に加えて、がん対策診療連携協議会の設置、地域がん診
療連携拠点病院への情報提供等を行うことについて、従来どおりとして
はどうか。さらにtドラッグラグ解消に資するため、臨床研究の推進を
担うことを、新たな要件としてはどうか:

なお、相談機能については、別途がん対策推進協議会において集中審議
を行うこととする。            |

また、
｀
がん診療連携拠点病院の評価や財政措置については、がん診療連

携拠点病院の役割や機能等についての整理が行われた上で検討を行う。
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拠点病院整備指針に定める主な指定要件 (現状)

都道府県に1カ所整備位置付け 我が国のがん対策の中核的医療
機関

①我が国全体のがん医療の向上
を牽引
②全ての拠点病院への診療支援、
情報発信

③がん医療専門の医師及び医療
従事者の育成

①病病連携、病診連携(地域連携
クリティカルパス等 )

地域拠点病院の役割に加え、
①地域拠点病院への診療支援、情報発信
②がん医療専門の医師及び医療従事者の
育成

2次医療圏に1カ所整備

①我が国に多いがんについて専門
的がん医療の提供

②がん診療の連携、がん患者への
相談支援及び情報提供

―
ヽ
ｒ

①病病連携、病診連携(地域連携クリティカ
ルパス等)           .
②がん対策診療連携協議会の設置
③地域拠点病院への情報提供、症例相談、
診療支援、医師派遣に係る調整等

④セカンドオピニオン、地域連携クリティカル

①病病連携、病診連携(地域連携ク
リティカルバス等)

①我が国に多いがん等についての
集学的治療の提供 |

②緩和ケア提供体制の整備
③診療従事者の配置
④治療機器等の設置(リニアックや
外来科学療法室等)

①我が国に多いがん等についての集学的治療の提供
②緩和ケア提供体制の整備
③診療従事者の配置
④治療機器等の設置(リニアックや外来科学療法室等)
⑤放射線治療部門及び化学療法部門の設置等

①相談支援センター

②院内がん登録 など



拠点病院としての



都道府県名
2次医療圏数
(※ 1)

現在の拠点病院数
'  (※ 2).

者F道府県認定病院数
(※ 3)

1 ゴヒ労暮i重 21 20 0
2 青森県

ｒ
υ 5 0

3 岩 手 県 9
ｎ
υ 0

4 宮城県
■
′

７
′ 0

一ｂ 秋 田県 8 8 13

6 山形県 4 6 1

7 福島 県 8 1

8 茨 城 県 9 8 :17

9 栃 木 県
Ｅ
υ

ａ
Ｕ 2

10 群馬県 10
ｎ
υ ■2

1 埼玉県 10 5

12 手 葉 県
ｎ
υ

う
０ 0

13 東京都 13
ａ
υ

ｒ
ｕ

14 ネ申翌ミj‖り誕 12 0
15 新 温 県

７
′ 9 0

16 富山県 4 8 12

17 石 lll県 4 5 0

18 福 井 県 4 5 0

19 山梨県 4 3 0
20 長野県 10 8 0

21 雌 旦 県 5
７
７ 0

22 静岡県 8
一′

23 愛知県 15 i51

24 二 重 県 4 6 1

25 滋賀県 7 6 ::5::

26 東者E府 6 9 4
27 に阪 府 8 14 36
28 兵庫県 : 10 14, 31

０
４ 奈 晨県 5 5

30 禾Π留費lll世尋 丁 6 1

31 鳥取県 3
一ｂ :0

う
０ 島根県 7 5 1

33 岡山県 5
７
′ 0

34 広島県 7 4:

35 山 口県 8 2
う
０ 徳島県

公
Ｕ 4 0

37 香 川 県 5 5 0

38 雷 婦 県 6
７
′ 0

39 高知県 4 3 0

4C 福 田 県 13
Ｅ
Ｕ 3

41 佐 習 県' 4 0

42 展崎 県
ｎ
υ

α
υ 4・

43 熊本県 8 6

44 こ分県
´
υ 6 0

45 宮 崎 県
７
′ 3 0

46 鹿児島県
ｎ
υ

７
′ 131

47 沖縄県 5 3 3
合 計 349 375 138

資 料 4

都道府県認定がん診療連携拠点病院等について (H22.12.24現在)

※1 2次医療圏数については、平成22年 4月 1日現在を示す。※2がん診療連携拠点病院数は、平成22年4月 1
日現在を示す。(但し、国立がん研究センター中央病院及び東病院を除く。)
※3都道府県認定病院の数については、平成22年 12月 24日現在を示す:              _
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都道府県認定がん診療連携拠点病院等に関する調査結果

(平成 22年 12月 24日現在 がん対策推進室調べ)

1 都道府県認定のがん診療病院指定制度、‐医療施設総数
① 制度の有無   、       ′

区 分
i都
道府県数 医療施設数

制度 あ り 27 138

制度 な し 20

② 市」度がある場合の指定要件

※1 国の基準とは、「がん診療連携拠点病院の整備に蘭する指針」 (平成 20年 3月 1日

付け健発第0301001号健康局長通知 (平成22年 3月 31日 丁部改正))に示す指定要

件をさす。      ヽ i

※2 我が国に多いがんすべてに対する標準的治療・集学的治療の提供体制要件の緩和、緩
和ケアを提供する体制要件の緩和、院内がん登録実務者 。相談員等の研修修了者配置要

: 件の緩和、医師 。医療従事者等の配置要件の緩和、リニアック等整備要件の緩和等。 ,

区  分 都道府県数 備 考

国の基準 (※ 1)と完全に一致 5
山形県、福島県(富山県、

愛知県、福岡県

国の基準の一部緩和 (※ 2) 22

秋田県、群馬県、栃木県、

茨城県、埼玉県、東京都、

静岡県、滋賀県、二重県、

奈良県、京都府(大阪府、
兵庫県、和歌山県、広島県 (

島根県、山口県、愛媛県、

長崎県、熊本県、鹿児島県、

沖縄県
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平成23年度がん対策関係予算案

::i::::i                                l                                  il'=口・・・ コ…
口.口・ロニ・‥ =.=..… … .口 "・ :ロ ロロ,日 :● … … … …

口・ ,…ニ ロごロロ

※()書きは平成22年度予算額

厚生労働省 343億円(☆ 316億円)
文部科学省 ★197億円( 172億円)
経済産業省  40億円(☆71億円)

‥

一

‥

寮機申薮の増カロ〕           |.:

地方交付税措置(平成22年度):がん検診事業 1,300億円程度、女性特有のがん検診推進事業 76億円程度
がん医療費(平成19年 国民医療費)i:2兆 6,958億円

がん対策推進基本計画

百口■■口■■■■ロロ■lrlFllFE「:filrfil・ flTfil口」:l・filFfil・ J:1・ Jil・ JllⅢ fil‐[il i市口....■ L口■口.:...
1点的に取り組むべき事項 ,    1   _::■   ■    1重

―

                               
―

がん医療
に関する
相談支援ロ

情報提供

すべての
2次医療圏に
相談支援センタ=
を設置し、研修を
修了した相談員
を配置

厚 120億円

がんの早期発見

受診率50%

治療の初期段階からの

緩和ケアの実施

すべてのがん診療に携わる医師に
緩和ケアの基本的な研修を実施

療法日化学療法の

推進、これらを専門的lF
行う医師等の育成  「

て の
:「
放射線療法日外来化学療法」

厚18億円

がんの予防

未成年者の

喫煙率0%

がん登録の推進 院内がん登録を行う医療機関数の増加

医療機関の整備等
べての2次医療圏に拠、すべての2次医療圏に拠点病院を設置し

1)■イカ ル パ ス

文 177億円

:(独
)国立がん研究センタT｀ 厚 87億円



基本的な考え方

○ 平成19年4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年6月 に策定された「がん対策推進基本計画」の個別
日標の進捗状況を、質口量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進する。 _

がん対策の推進について
平成23年度予算(案)343億円(平成22年度予算額 316億円)

4. がん予防日早期発見の推進とがん医療水準均てん化の

(1)がん予防の推進と普及啓発                      17.8億 円(22.1億 円)
‐
|(参考 )【平成22年度補正予算】                 、 ,     I   f
l口子宮頸がん等のワクチン接種の促進

   噴        :嚢 軍 :橿口)||(うち子宮頸がん予防ワクチンの接種に要する絹

新ご71稼躁鼈儡馘認運黙υ     ‐ lf&:層駁斜理橿邸
・女性特有のがん検診推進事業           t         72.2億 円(75.7億円)

新規  口がん検診受診率分析委託事業    ,               0.6億 円(  一億円)
(3)がん医療水準均てん化の促進                     _0.8億 円( 4.6億 円)

5:がんに関する研究の推進 08億円(61億円)ヽ

○ がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上

を実現するためのがん対策に資する研究を着実に推進する。
・第3次対がん総合戦略研究経費
,日本発のがんヮクテン療法による革新的がん治療の開発研究事業等() ig.∫唇層15:.」ィ「 畢

)

「元気な日本復活特別枠」事業

※1 当該事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金において実施
※2うち12億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業と重複計上

36億円(43億円)1.放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成

(1)がん専門医等がん医療専門スタッフの育成
改  ・がん医療に携わる医療従事者の計画的育成
改(2)がん診療連携拠点病院の機能強化

(3)国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進

1.1億円 (
0.8億円 (
34.3億円 (
0.8億円 (

フ.6億円)
2.01意円)
34.3億円)
0.9億円)

2.治療の初期段階からの緩和ケアの実施 卜=========‐ ======〒 〒1  4億円(o億円)

(1)緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進     i     3.6億 円( 5,2億 円)
・インターネットを活用した専門医の育成        ′‐         ｀

日がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修
・医療用麻薬適正使用の推進    

‐

(2)在宅緩和ケア対策の推進        :               0.3億 円( 1.0億 円)
・訪間看護推進事業 :         ́            .

9億円(7億円)3.がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備

・院内がん登録の推進及び地域がん登録の促進  ※1
・がん登録の実施に関する調査 ,精度管理、指導の実施  ※1

新規 ・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業         0.5億 円(  一億円)
改 ・都道府県がん対策推進事業(緩和ケア研修を除く)            8.2億 円( 6.8億円)

87億円(88億円)6.独立行政法人国立がん研究センター

○ がん医療に関する研究口開発、医療の提供、医療従事者の研修等を行うことにより、がんに関する高度かつ

専門的な医療の向上を図る。         ,
口独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金          87.6億 円( 88.p億円)

(うち、元気な日本復活特別枠 1418億円tり )※ 2



平成 20年度がん対策予算 (案)について

平成22年度予算額     平成23年度予i算 (案 )
31, 604百 万円 -  34, 335百 万円

【7, 465百万円】
'           

【 】書きは「元気な日本復活特別枠」分を内数で記載

平成 19年 6月 に閣議決定されたがん対策推進基本計画を踏まえ、放射線療法 :化学療法の
推進、専門医等の育成tがん予防・早期発見の推進など、がん対策を総合的かう計画的に推進
し、がん対策の一層,の充実を図る。

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の養成

QFダ鳥財ざ爵栃警畠重評繁雫電t露素る現状を畠11「ふ房医暴gh鳥 'と 4:累可已暴
連携拠点病院において、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた
[ めの病理診断補助員の確保等を図るために要する費用を新たに助成する。 ´

濡駿劉:Tラリ「 管ヽラ7警Fげ 3′・※予算単価 :都道府県がん診療連携拠点病院 @20,000千 円→ @26,OoO千円`         地域がん診療連携拠点病院   @14,000千円→ @14,000千円

がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備

Q)・がぶ梵會馨設li塚舅象裏雰雰慕各T警プ早菓ニタ査環書青京t足冨写冒藉象量冒彊1方
に対してがんに関する様々な分野に対する相談事業に必要なスキルを身につけるための
研修プログラムの策定を行う.:                :
(委 託 先):公益財団法人日本対がん協会

G).111現暑[貸僣導策推進事業 (緩和ケア研修を除 く) 682百 万円
｀
→ 823百 万円

たに地域統括相談支援センターを設置し、患者。家族らのがんに関する
心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンストシプで
支援するための事業を補助メニューとして追カロする。
都道府県    1               :
1/2 .
ピアサポータニなど様々な分野に関する相談に対応するための相談員
の確保及びその研修、相談内容の分析、がん患者サロンの整備奪

相談について、

提供する体制を

(補 助 先)
(補 助 率)

(対象事業)

がん予防“早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

① 働ヽ く世Ⅲ
へ9大腸がん検診推準事業       0百 万円 →` 4.081百 万円

。          【4, 081百万円】
40歳から60歳までの 5歳刻みの方に対して、大腸がん検診が無料となるク∵ポ
ン券等を送付し、がん検診の重要性及び検診方法を理解していただくとともに:受診
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希望者に大腸がん検査キットを直接送付するなど、がん検診を受けやすくすることに

より、大腸がん検診の受診率向上を図り、大腸がんが疑われる者に対しては、精密検
査につながるような体制を構築するため、市町村が実施する事業に要する費用の一部
を助成する。

(補 助 先 )

(補 助 率)

(対象年齢 )

二女性特有のがん

従来、地方交

して、
二定の年

検診の無料クー

が実施する事業

(補 助 先 )

(補 助 率 )

(対象年齢 )

※対象者数

市町村      ―
1/2
大腸がん  40歳、45歳、50歳 : 55歳、60歳

検診推進事業 7, 574百 万円 → 7, 217百 万円
付税措置されているがん検診事業に加え、受診勧奨事業方策の二つと
齢にil■した女性に対し、女性特有のがんである子宮頸がん及び乳がん
ポン券と検診手帳等を配布し、検診受診率の向上を図るため、市町村
に要する費用の一部を助成する。
市町村
1/2
子宮頸がん 20歳、25歳、30歳、35歳、40歳
乳がん   40歳、45歳、5o歳、5o歳、60歳
の自然減

0)・ が々検診受診率
がん対策推進

以上とす る数値

把握・検討する

分析委託事業 0百万円 →  65百 万円
基本計画に掲げられた、がん検診受診率を平成 23年度末までに 50%｀
日標の達成状況を把握するとともに、受診率向上など、今後の課題等を

ための事業を実施する。
(委 託 先 ) 民間

(参考)平成 22年度補正予算
・子宮頸がん等のフクチン接種の促進        108, 536百 万円
(う ち子宮頸がん予防フクチンの接種に要する経費  34, 556百 万円)
i 都道府県に基金を設置しt市町村における子宮頸がん予防ワクチンの接種事
業に対する財政支援を行い、既存事業の検診と併せ、子宮頸がん予防対策を万
全`なものとする。                     1

がんに関する研究の推進

C)・晶糞孝実彗璽曇71ン春林
IFよる革新

Tが 1治琴? 0百万円
→ 1,600百 万円
【1, 600百万円】

がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上に資する新たな治
療法として(日 本発のがんフクチン療法の実用化に向けた臨床開発研究等を強力に推進
する。

独立行政法人国立がん研究センター

口独立行政法人国立がん研究センタ下運営費交付金
8, 803百 万円 -8,75:5百 万円

:｀   【1, 484百万円】
がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれ
らの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を実施する。
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一Iがん対策関連予算平成23年度概算予算額:

経済産業省における主ながん対策関連予算について

39:6億円 (70.5億円)

oがん超早期診断口治療機器総合研究開発プロジエクト
6.8億円(12.2億円)

平成22年度補正予算額 21億円

最適ながん対策を実現し、患者の生活の質の向上を図るた:     ‐ ―
‐0′ ● ・ V rJ― 嘔 -7・ l― ヽ

′嘔● HV´
― `H~´ ―

―‐
・
―″
― ― ― ― ・ …

| め:微小ながんを発見し、がんの特性を正確に把握することで

1層燎獣議象C脅違肇断、五|二 λヽ分耗法も
: 断に係る医療機器   1       ■  ■: 断 に 係 0医 療 師

占|(2)最小限の切除で確実な治療を実現する診断口治療=体
型

LI の内視鏡下手術支援システム、微小ながんを高精度に治療
する放射線治療機器を開発する。      

「
|  ●=

0課題解決型医療機器の開発・改良に向けた病院口企業間の
連携支援事業            ~     ■
_ … ~   ‐    :      1010億 円(新規)
._   Ⅲ      平成22年度補正予算額 30億円
我が国の医療め向上と、ものづくり産業の持続的成長を図る
ため、医療機器に対する課題やニーズを有する医療機関と、優
れたものづくり技術を有する中小企業等との連携を支援し、文
科省:厚労省と連携して医療機器の開発口改良を促進する。

0内は平成22年度予算額

6.2億 (25:5億 円)
平成22年度補正予算額 12億円′

先進医療技術を創出するために 医ヽ療現場のニーズに基
づき、多様なバイオ技術など基礎・基盤研究の成果を融合し、
円滑に実用化につなげる技術開発 (橋渡し研究)を推進。研

究開発テーマは、倉1業技術t診断技術、再生・細胞医療、
、■憂覗野聾24■」崚ヾ対象。一

3.創薬に向けた支援技術  16.6億 円 (32.8億円)

0後天的ゲノム修飾のメカニス・ムを活用した創薬基盤技術開発
2.4億円(3.2億円)

がヽん等の疾患に関与する後天的ゲノム修飾を解析する技術
や疾患との関連づけにより診断の指標を特定する手法の開発
等を行い、診断技術開発や医薬品開発の効率化に貢献する。

Oゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発 1     ■
14.2億円 (1517億 円 )

がん等の病気の仕組みを分子レベルで詳細に解析し、新薬
候補物質を探索口評価する基盤技術を開発し、治療薬の開発に1

0基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発



天 野 委 員 提 出 資 料

厚生労働省健康局総務課がん対策推進室室長 鈴木 健彦 様
厚生労働省がん対策推進協議会会長 垣添 忠生 様   :

平成 23年 1月 28日

i                        NPO法 人グループ。ネクサス理事長
｀            天野 慎介

厚生労働省平成 23年度予算案「都道府県がん対策推進事業費Jの

都道府県平成 23年度予算案での予算措置状況に関するアンケート結果について  :

厚生労働省平成 23.年度予算案にて、都道府県がん対策推進事業費として「地域統括相談支援センター」

の設置がt都道府県への補助総額 823百万円、補助率 2分の1にて予算措置されています。この事業の各

都道府県平成 23年度予算案での予算措置状況について、都道府県がん対策関係主管課担当者宛にアンケー

トをお願いさせていただき(全ての都道府県より下記回答を得ていますので、報告申し上げます。なお、ご

協力いただいた都道府県がん対策関係主管課担当者の皆様に、
.こ
の場をお借りして厚く御礼申し上げます。

アンケートの内容と回答結果

胆         :   .: 
‐

厚生労働省の平成 23年度予算案にて、「都道府県がん対策推進事業費 (緩和ケア研修を除く)」 が、補助

総額 823百万円、補助率 2分の■にて予算措置されています。貴都道府県の平成23年度予算案にて、現

時点でこの事業費の予算措置はされていますでしょうか?         `    .
(注 :都道府県名は「都道府県名の公開可」と回答した都道府県名のみ掲載)

①予算措置あり

②予算措置なし

6県 (滋賀県など)

29県 (栃木県(東京都、

山口県、徳島県、大分県、

③その他       112県
【「その他」の回答内容】‐

新潟県、大阪府、兵庫県、和歌山県、島根県、岡山県、

鹿児島県(な ど)

・ 予算措置はありますが、地域統括相談センターの設置予算ではなく他事業のものです。地域統括相
談センターの設置に向けて、平成 23年度は保健所等での相談支援体制の強化を図ります。(奈良県)

ご参考 :都道府県がん対策推進事業 (緩和ケア研修を除く)

補助総額 :823百万円     ・   _          .    :
補助先 :都道府県                 J      '   

「
補助率 :2分の 1

対象事業 :ピアサポ
ータTな ど様々な分野に関すゃ相談に対応するための相談員の確保及びその研修、

談内容の分析、がん患者サロジの整備等  ~
事業概要 :都道府県に新たに地域統括相談支援センタ=を設置し、患者「家族らのがんに関する相談につ

いて、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンストップで提供する体制を支援するた

めの事業を補助メニユーとして追加する6、 1                 .

相
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・ 平成 19年 より患者会に委託して実施している相談センタ■事業は、この補助事業を利用している

が、「地域統括相談支援センター」にあたるか不明:            ・
・ 予算措置なし。ただし愛媛県がん対策推進条例に基づき設置している愛媛県がん対策推進委員会の

意見等も聞きながら、今後検討する。 (愛媛県)

、 著5道府県かん対策推進事業費による事業は予定していますが、「地域統括相談支援センター」につ
いては予算措置していません。 (秋田県)

。
、患者t家族の悩みを、専任の看護師が電話で相談を受ける「がんの悩み相談ダイヤル」を今年度に

引き続き実施予定。(佐賀県)、 f

・ 都道府県がん対策推進事業費は利用するが、地域統括相談支援センターは設置しない。(鳥取県)

, 現在、平成 23年度予算案編成作業中です。予算案の公表は2月 上旬を予定しております。
・ 予算案の公表は 2月 下旬を予定しております。 (愛知県)        1
ざ′予算案編成中。予算措置は困難な状況。

。 平成 23年度予算案については検討中。 (岐阜県):
。 現在予算調整中であり、回答できない。

・ 予算案を検討中です:(京都府)        :

醒   ,I

上記、問 1において「予算措置あり」とご回答された場合、よろしければ、事業費 (国の補助額を含む事

業費総額)と 事業概要にういてご記入ください。どちらかだけの回答でもけつこうです。

(注 :都道府県名は「都道府県名の公開可」と回答した都道府県名のみ掲載)

【問 2に記入のあつた都道府県の事業費と事業概要】

0 事業費 :32,140,000円 ,

事業概要 1イ ンフォームドコンセント実態調査、ピアカウンセラー養成事業、がんサロン事業ヽがん専

門医療推進事業、_がん検診受診率向上対策事業。(滋賀県)

● 事業費 :8:686,000円                 ́    ,1           1
. 
事業概要 :日 本対がん協会で作成される研修プログラムを用いて、ピアサポニターの育成を行い、県内

各相談支援センタァの体市1の強化を図る。

● 事業費 :6,820,000円
:事業概要 :がん医療や療養生活、緩和ケア、介護、福祉、地域との連携、患者会、ボランティア等、多

様化する幅広い相談にワンストップで対応する体制を整えるとともに、患者サロンくピアサポァタニ等

の患者向士の支援キボランティアによる支援機能の充実を図る。    ,

● 事業費 :4,978,000円         1   ,             「

事業概要 :地域統橋相談支援センターを設置し、患者、家族らのがんに関する相談をワンストップで提

供する。相談に従事する関係者の研修等。

● 事業費 :554,000円
事業概要 :地域がん登録事業をより充実させるたり、有識者による検討会の開催や医療機関向けの研修

会を行う     ・
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事業費 :記載なし        1
事業概要 :ピアサポーターの養成とスキルアップ研修等の開催、相談支援体制め強化、奈良県版患者必

携等の作成など。 (奈良県)

● 事業費 :記載なし                  , '
事業概要 :国の事業概要に沿らた概要での事業実施を考えている。

問 3 1
今回の事業費などについて、ご意見があれば自由にご記入ください。      :
(注 :都道府県名は「都道府県名の公開可」と回答した都道府県名のみ掲載):

● 事業の趣旨には賛同するものです。ただし、地域め実情 (専門人員の確保等)や財源確保等の課題も踏
まえ、はじめに、各都道府県が事業主体かつ新規拠点ありきではなく、例えば、①既存事業 (都道府県

が医療総合相談事業を実施)の連携の視点、②各がん診療連携拠点病院を事業主体として、各地域内の

相談支援センターの機能を高める視点、③まずは、国自らが主体のモデルケースとしてセンター機能を

充実させ、各都道府県の連携拠点病院等をサポー トする視点といった、既存の取組内容等について、段

階的に内容を高めるような部分もあれば良いと思われます。1        ‐

現在、目指定拠点病院に既に充実した「がん相談支援ヤンタ
=」
が設置されており、基本的には都道府

県に地域統括相談支援センターの設置は必要がないと考えている。また、都道府県が設置すると、専門

職の確保、医療機関への個別の紹介等が難しいと考えている。 (大阪府)   .  _

地域統括相談支援センター設置そのものは有意義であると考えるが、現在tがん診療連携拠点病院に設

置している「相談支援センター」との位置づけや、運営にあたっての資金、人材の確保が難しく、来年

度については見送り、今後の課題として検討していきたい。            _

厚生労働省からの内示が、他の事業同様遅くなるのではと懸念される。しかし、今回の事業については、

4月 よりの確実な事業執行ができるようにしていただきたく、協議会の中でもご要望願いたい。   .
|                                   イ

本県においては、地域医療再生資金を活用し、拠点病院の相談支援ヤンターと別に「がん患者総合相談

窓口」により稲談業務等を行う「徳島がん対策ャンター」を設置している。(徳島県)    i

具体的な要綱等が示されていない現時′点では、予算の積算、要求等が困難。(愛知県)

地域統括相談支援センター予算措置にっいては検討中ですが、都道府県がん対策推進事業にっいては、

申請の予定があります。

新規事業の一般財源の確保は極めて厳しい状況である:  :         i

平成 24年度にういては未定         I                      ′

-3‐
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平成 23年 1月 17日

厚生労働大臣 細川 律夫 様                :
厚生労働省保険局医療課長 鈴木 康裕 様        t
厚生労働省医薬食品局審査管理課長 成田 昌稔 様
厚生労働省健康局総務課がん対策推進室長 鈴木 健彦 様
中央社会保険医療協議会会長 遠藤 久夫 様
医療上必要性の高い未承認薬 。適応外薬検討会議座長 堀田 知光 様
がわ対策推進協議会会長´垣添 忠生 様

がん患者団体有志一同

適応外医薬品の保険支払いの早期推進に関する要望書

がん患者[団体有志一同が昨年 7月 に提出いたしました、「適応外医薬品の保険支払いの早期検討に関する

要望書」を受けて同 8月 の中央社会保険医療協議会 (中医協)にて、「医療上の必要性の高い未承認薬・適

応外薬検討会議」 (検討会議)で公知申請が乗当と判断された医薬品に、薬事 さ食品衛生審議会 (薬食審)_
の事前評価終了後に保険適用する新ルールが導入されました。導入に向けてご理解とご尽力をいただいた、

厚生労働省およびその政務三役、中医協委員など、関係者の皆さまに改めて厚く御礼申し上げます。

新ル~ルの導入により、適応外薬問題のドラッグ ,ラ グ解消、向けた進展が期待されました。しかし(公
知申請の基準があいまいかつ高いこと、新ルールで保険適用された医薬品に関する情報や運用の周知が不徹

底であること、そして新ルニル推進の前提である検討会議の開催継続が不明確であり、検討会議による必要

性の高い未承認薬。適応外薬の意見募集も一昨年以来行われていないことから、せっかくご尽力いただいた

新ルールが有効に機能していない状態です。                        `

また、昨年 7月 の要望書でも要望いたしましたくセヽわゆる「55年通知」等の活用による再審査期間の終

了した適応外薬の保険適用については、「有効性及び安全性の確認された医薬品 (副作用報告義務期間又は

再審査の終了した医薬品をいう。)を薬理作用に基づいて処方した場合の取扱いについては、学術上誤りな

きを期し―層の適正化を図るこヽと」とされているにもかかわらず、その推進に向けた取り組みが行われてい

ません。私たちは、適応外医薬品の保険支払いに関する早期推進に向けてt以下の要望を行います。

記

1 上記新フレールの適正な運用に向けて、公知申請の基準を明確かつ適正なものとするとともに、新ノレール
で薬事承認前に保険適用となづた医薬品の情報や運用の周知徹底を図ること

。 「医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」の開催を継続するとともに、必要性の高い未承
認薬・適応外薬に関する意見募集を速やかに行うこと  |         、

。 いわゆる
｀
「55年通知」等に基づき、再審査期間が終了しかつ学術上誤りなきことが示された適応外薬

については、、厚生労働省の指導に基づき速やかに保険適用を行うこと

がん患者団体有志二同 .                             I  :
NPO法人愛媛がんサポァ トおれんじの会理事長 松本 陽子 、                  ´

PO法人がんサポ‐ 卜かごしま理事長 三好 綾
PO法人グループ :ネ クサス理事長 天野 慎介:

NPO法人パンキヤンジャパジ事務局長 員島 善幸
卵巣がん体験者の会スァィリー代表 片本 美穂
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がん診療連携拠点病院に対する本県の取 り組み

神奈川県作成

:     1.補 助金の変付
:「がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助金交付要綱」に基づき、都道

府県がん診療連携拠′点病院 (県立がんセンタ
ニ)及び10箇所の地域がん診療

連携拠ホ病院 (11箇所の地域がん診療連携拠′点病院のうち、独立行政法人労

働者健康福祉機構 横浜労災病院は全額国が補助)に対し、補助を実施。

:      
【平成22年度補助額】

総額 107,760千円 (国 1/2・ 県1/2)      :
(補助対象事業)   ,     :

:    |   うがん医療従事者研修事業 (地域のかかり'つけ医を対象としたがんの早期診断、
1                    緩和ケア等に関する研修開催費等)   、
■  。.がん診療連携拠点病院ネットワ:―ク事業 (神奈川県がん診療連携協議会開催費:    

等)・  r

i     
｀ ・院内がん登録促進事業 (院内がん登録に従事する者の人件費等)
・がん相談支援事業 (がん相談に従事する者の人件費等)

・普及啓発及び情報提供事業 (がんに関するり
=フ
レシトの作成。配布費用等)′

2.がん診療連携拠点病院に対する現地確認の実施
,      現4報告書に琴ブき、拠:ヽ瘤院の現地確認及びヒアリングを実施。

【平成22年度ビアリング事項】

,｀     ・診療実績及び患者の待機状況         ‐       ′
・他病院との連携状況

|        :緩 和ケアチームの活動状況     1   1
:相談の実績   :    `              1`

・患者団体と連携した取り組み

。拠点病院としての指定を継続していく上での課題 など        ｀

3.その他                            ｀
:

・拠点病院及びその機能を紹介したパンフレットの作成、県HPでの紹介
・神奈川県がん診療連携協議会 (相談支援セシタ

:―
部会、院内がん登録部会、

緩和ケア部会、地域連携クリティカルパス部会)への参カロ     「

料資出提口貝乗ヽ女沢
中

甲
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【平成21年度 神奈川県がん診療連携協議会及び各部会実施状況】

※○は都道府県がん診療連携拠′点病院

※すべての病院が平成22年 3月 に指定更新

会議名 実施日

がん診療連携協議会 平成22年 3月 23日

相談支援センター部会 平成21年12月 8日

院内がん登録部会 平成22年 3月 16日

緩和ケア部会 平成22年 2月 11日

地域連携クリティカルパス部会

(平成22年度から実施 )

①平成22年 5月 27日

②平成22年 10月 5日

③平成23年 1月 12日

※平成22年度については、平成23年 2～ 3月 に実施予定

【参考】がん診療連携拠点病院の指定状況    :  
｀

二次保健
医療圏名

病 院 名 指 定 年 月 日

横浜北部
独立行政法人労働者健康福祉
機構 横浜労災病院 平成20年 2月 念日指定

横浜西部

○神奈川県立がんセンター 平成 19年 1月 31日指定

横浜市立市民病院 平成 18年 8月 24日 指定

横浜南部
公立大学法人
横浜市立大学附属病院

平成 19年 1月 31日 指定

川崎北部 聖マ リアンナ医科大学病院 平成 19年 1月 31日指定

川崎南部 川崎市立井田病院 平成 18年 8月 24日 指定

横須賀・

三浦
国家公務員共済組合連合会
横須賀共済病院 平成18年 8月 24日 指定

:湘南東部 藤沢市民病院 平成 19年 1月 31日指定

湘南西部 東海大学医学部付属病院 平成 19年 1月 31日 指定

県  央 (相模原との連携により対応 )

相模原

北里大学病院 平成 19年 1月 31日才旨定

神奈川県厚生農業協同組合連
合会 相模原協同病院 平成 18年 8月 24日指定

二県 ―西 /」 田ヽ原市立病院―― ――― :一二
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埴 岡 委 員 提 出 資 料

20H(平成 23)年 1月 17日

厚生労働省健康局総務課

がん対策推進室長殿

′            がん対策推進協議会委員

埴岡 健一

がん対策推進協議会、集中審議の進め方について

がん対策推進協議会 (以下、協議会)の集中審議においては、下記の 2点に

配慮して進めることを提案する。

1。 まず、2010｀ (平成 22)年度内 (現委員任期中)の集中審議に関して全体ス

ケジュールのイメ∵ジ (回数、時間、テーマ割、意見取りまとめのかたちなど)

を、
‐
確認 。合意してから進める。

2:2010(平成 22)年 12月 10日 の前回 (第 16回)協議会における事務局提
出資料 3「がん対策推進協議会において今後集中審議する課題」において、「が

ん計画 (全体目標とその評価指標と尺度 )」 と「第 2期がん対策推進基本計画 (骨

子案、構成や柱など)」 について列挙されていた。これにういては、集中審議の

前半に審議するしまた、集中審議のテーマごとにこの 2′点については確認をす

る。          ′

上記提案について、各委員のご意見も踏まえて、協議会会長および事務局か

ら具体的な集中審議スケジュークレ案を提示するよう、お願いいたします。
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(2011年 1月 17日  再提出)

2010有■11″月 26 日

厚生労働省健康局総務課

がん対策推進室長殿                      
｀

1

がん対策推進協議会委員

埴岡 健一

「がん対策推進協議会の運営の見直しに関する意見書 |

への対応の進捗状況についてのお尋ね

平成 22年 10月 6日 および 11月 19日 に提出された「がん対策推進協議会運

営の見直 しに関する意見書 (以下、意見書)」 においては、協議会運営における

広範な問題点が指摘された。その後、集中審議の実施など、がん対策推進基本

計画に関する実質的議論を行 うとの側面に関しては、一部、改善案が出された

ものの、その他の指摘点に関しては、まだ、見解 と改善案が示されていないと

考えられる。意見書で指摘されたそれぞれの点について、検討状況と改善案を

お示 しいただくよう、ここにお願い申し上げます。
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提出資料 3

(2011年 ■月 17日  再提出)

i       
2ヽ0｀10年 11月 26日

厚生労働省健康局総務課

がん対策推進室長殿
′
                   がん対策推進協議会委員

埴岡 健一

協議会集中審議の枠組みについて

協議会の集中審議においては、特に下記の点に留意して進められるようお願

いしたい。

1.2011年 3月 に、第 2期がん対策推進基本計画 (以下、第 2期基本計画)の

骨子案を作成することとすべきである。

2.早期に、第 2期基本計画の構成や柱 (章建て)や日次の概要を議論すべき
である。            ,
3.第 2期基本計画においては、基本計画と共に、国の毎年の実施計画 (アク
ションプラン)を作成すべきである。
4:第 2期基本計画においては、日標と対策 (事業・活動)の影響の因果関係
(ロ ジックモデル)を明確にすべきである。

5。 早期に、全体日標とその評価指標と尺度を検討すべきである。

6:分野別目標は、アウトカム指標どする。プロセス指標もカロえてもよい。
7.集中審議においては事前に全委員から意見出し用紙によつて意見を集める
べき:
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提出資料 4

(2011年 1月 17日  再提出 )

1       2010年 11月 26日
厚生労働省健康局総務課

がん対策推進室長殿

がん対策推進協議会委員

埴岡 健一

がん診療連携拠点病院制度のあり方について

提案書取りまとめワーキンググループでは、「患者」「現場」「地域」の声をと

りまとめ、本協議会の承認を受けて厚生労働大臣 (当時)に手交された「平成
23年度がん対策に向けた提案書～みんなで作るがん政策」においては、がん診

療連携拠点病院制度の抜本的な改革が提案されている。

その趣旨に鑑み、「患者」「現場」「地域」の意見が、次期基本計画に反映され、

実効性のあるがん対策が行われるよう、改めて次の提案を行う。

(現状 )

第 1期計画には、施設数及びクリティカルパスの整備状況の目標しか定めら

れていないため、がん診療連携拠点病院について、十分な機能が果たされてい

るか、診療の質が担保されているかといった評価基準が存在しない:
「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」では、指定要件を定めている

が、同様に外形的な評価のみがなされ、新規指定や指定更新が行われている現

状にある。

(取 り組むべき施策 )

○拠点病院制度の抜本改革
「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」を改正し、指定要件を含め、以

下の視点から拠点病院整備の抜本改革を行うべき。

①拠点病院のタイプを複数分けすること (全がん種タイプ、特定がんタイプな

ど) (要件をすべてクリアしている拠点病院、それ以外の拠点病院など)
②連携に関する評価を取り入れること

③地域の医療計画において記載した役割分担に位置付けること

④指定要件について訪問審査の考えを取り入れること

⑤病院機能、プロセス指標、アウトカム指標をチェックするための第二者的な

組織によるベンチマーキングセンターを設置すること
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(2011年 1月 17日 再提出)

⑥県がん拠点病院連絡協議会、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会など

に、患者代表の参加を必須とすること

○果たすべき機能の評価

新たな指定要件で求められる機能については、実際に有効に使われているかど

うかを観測できる仕組みを構築し、そのデータを患者・市民に公表すべき。

○診療の質の評価

実際に行われている診療の質が明らかになるよう、評価指標を定め、質の高い

施設には診療報酬等でインセンティブを設けるなど、拠点病院が自律的に診療

の質の均てん化を図るような仕組みを構築すべき。

(目 標の方向)

すべてのがん患者がでその居住する地域に関わらず、地域簡潔型を基礎 とし  ′
た、質の担保 された切れ日のない医療とケアを受けられる。

(個別 目標 )

・拠点病院間の連携による患者カバー率の達成目標を都道府県ごとに設定し、   1
がん診療連携拠点病院連絡協議会等で報告し、各拠点病院が果たすべき機能や

診療体制のあり方について見直しについて検討を行 う。

・年に 1度、患者満足度調査を行い、その結果を各拠点病院にフィニ ドバ ック

することで、診療に従事する医療提供者のコミュニケニションカ向上、患者の

満足度の向上が測れるようにする。

(指標設定の例 )

・指標① 地域がん診療ネットワァクの質指標スコア*       :

数値目標 (例) 平成 24年度上位 25%値を平成 28年度に全地域が達成
指標設定■ 地域がん診療ネットワークの質指標 (研究事業を実施 して開発)
・指標② 地域がん診療ネットワークの質指標スコア計測率
数値目標 平成 24年度 100%計測
指標設定 指標①に同じ                          

´

以上

※別添資料
「平成 23年度がん対策に向けた提案書～みんなで作るがん政策」より、がん診

療連携拠点病院に関する部分を抜粋。
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第3部 都道府県がん対策推進協議会等委員/がん対策担当者 アンケート回答集
※「拠点病院」関連のみ抜粋

lD ■性 氏名
鳳 ●●
■什 螢 現状の暉目や日■点

晨庁担当者 吉井 俊文 訴潟

病院でがん診療体制は肇いつつあるが、ネットワー

構築となると電子カルテの互換性の問題があり、ス
ースな連携を構築する困難性に直面している。

R庁担当者
型慮病匠か甲′Dと事ツ7・ツトワークをつく0為の制度、
予算の充実 .

姜庁担当者 安藤 幸史 浄岡

いん診療体制は西部では担当病院が決まつている
が、医師の異動が毎年あり、年度別に医師機関の指

1 晨庁担当者 臓部 正興 二重

市民公開講座などやってはいぅが、病院のHPなどに
■載されていない場合も多く、探すのが大変である。
しつと分かりやすく開示できないものか。例えば、二重
中央医療センターの2月 14日の講座はセンターのHP
こは見当たらず、二重大学医学部IIE病院の2月 11日
D申込書に参考程度に書いてあるだけであった。

1庁担当者 ま良 〔きていない。医療体制のネットワーク作りをご医師個
多燎体制7・ツトワーク徴 重運銹クリテイ
リル′Sス )に記載されるうえでの、医療様

晨庁担当者 広島

螢抱えることは不可1ヒである。広島市では広大、県病
完など拠点病院が中心になつて、広島駅北口の広場
こ『国際がんセンター建設構想Jがある。これが実現す
にば少ない経費で大勢の患者が最先端の治療を受け

前記の構想が各県に建設され
れば全国民が地方の格差なし

F、 高度な治燎を受けることが
できるようになる。

桑庁担当者

5病院を整備する必要がある。 ・都道府県がん診療
皇携拠点病院が、都道府県がん診療連携協議会の開
Lのみでなく、実質的にネットワークを形成することが

rr83のことを実施するための
補助制度。

地域連携クリティカルバスの診
崇報酬の点数化。

122( 晨庁担当者

がん診療体制のネットワークは、がん診療連携拠点病
院を中lbに行う体制を検討しているが、術後のかかり
つけ医との連携に地域連携バスを利用する体制の構
業が難しい。診療報酬での対応だけでなく、化学療法
などがん医療の研修をかかりつけ医に行う体制の整
備が必要である。

btん医療における地域連携′ヽ
くの利用に対し、診療報酬の
コ算。   ン

D ■性 氏名
lBl―
層住盪 現状の鰈■や間口慮

黒庁担当者
地方における地域の医療連携は、がん診療連携拠点
病院の機能強化が鍵となる。

らの指定を踏まえ、機能強{ヒ
については、すべて国の予算
で対応するか、又はある一定
程度の事業費規模まで国が対
応すれば、少なくとも新聞報道
などであつた事業費規模によ
る地域格差は生じなくなると考

122: 罠庁担 当者 じ方や離島で医師が少ない所では無理がある。

122( R庁担当者

んヽ診療運轟拠点購院については、ニス医療目こと
こ―力所整備し、がん医療の均てん化を推進すること
ヒしているが、指定要件の嵩上げ (リニアツク等の整
自)に伴い、医療資源の乏しい地域において、拠点病

1におけるがん医療連携等の
収組について、がん拠点病院
ドない地域における取組につ

ドん診療連携拠点病院が整備できない
二次医療日城において、がん拠点病院
こ準ずる病院を整備する制度の創設。

晨庁担当者 魅点病院だけでは連携推進が困難. こ対する補助金があればよい

晨庁担当者 b(ん診療連携拠点病院の認定について。 原則1医療日1箇所の見直し。

がん脇療運携拠点病院は医療日に1か所という制約
があるが、この1か所でなければならない、という根拠
が明確でないため、同規模の病院が複数ある場合、医

処点病院が、すべての日域内の医療施
曼との連携を図り、研修を行い、カンファ
′ンスを行うことなど不可能である。拠点
冑院の指定は、医療機能評価のように
じ率を満たしたところすべてに資格を与

公が行う病院機能17価として見られていることもあり、
このことが、病院間の適正な最争や連携を妨げる結果
″たぅでいふ^

晨庁担当者

ドん診療連携協躍会が、県・地域がん診療連携拠点
冑院を中心に定期的に開催されており、地域連携クリ
ティカルバスの作成に向けた検討が行われている。

晨・地域が
～
診猥運霧拠点病眠、が々

り療ガイドラインに沿うたがん医療を実
にする医療機関及び、かかりJナ医の
実割を明確にし、がん治療、緩和ケアと
しに切れ日のない医療提供体制の整備
■日糧十 _

融者関係
籠・市民 (協
議会委員)

に海道
椰道府県の実状を十分考慮した指定基準の運用、実
隕に即した拠点病院の整備ができていない。

菫機の設置や人員の配置基準を、その

lrの
実情にあわせ役割分担を可能と
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lD 口 佳 氏名
口 罰
誡 曇 ■状0課題や口EH

122(

ヨ者関係
静 市民(協

厳会委員)
部内 淳子 自城

処点病院自らが「プレーヤーJであり、地域のがん医療
つ「司令塔Jの役割を十分に果たせていない。そもそも
拠点病院を頂点とするピラミッド型の医療連携という襦
瞑は、現状になしまなくなつていないか ?「面的な水平
壁ネットワ→ 」のようなフラットな連携こそが今後求あ
られると思う。患者の身体のケアだけでなく、「生活支
展Jの視点に立つた多職種連携の強化を願う。

‖の目的に使われないように、
1途を限定することが大事。

‐ ジとし
●4●集して,

憲者関係
昔・市民(協

議会委員)
陳田 関係病院の忌憚のない意見交換会の経続開催。

1231

ヨ者関係
争 市民(協
姜会委員)

中野 貞彦 東京

医師会の協力が不可欠であり、また患者代表も加わっ
てその地域のネットワークづくりを行うよう、患者代表
参回をすすめてほしい。

1231

獣者関係
昔・市民(協

姜会委員)
首尾 直子 山梨

歩を鋼 甜 肥 な武

―

t

η性が特化せ ず、経験値不足の専門家しか育たな
.ヽ。または優秀な人材に見放されてしまう。

複数の医療機関同士で役割分
担を行う仕組みに予算を配分

する。

専門医の患者数によつて加点
を変える。

誅,~餃 l― l● け、医環IIお笠かかか0・
とを啓発することが必要。そして状況に
応じて受診する施設が違うことを啓発す
る。そのうえで医療資源が重複しないよ

123 (

菫者関係
旨・市民(協
姜会委員)

E田 発生 二重 拠点病院の特色の周知。連携の強1ヒ。

!23`

慧者関係
旨・市民(協

義会委員 )
松ヽ智子 滋賀 ドん診療体制ネットワニグは進んでいないと思う。 予算をとつてほしい。

各々の部位のがん医療のネットワークを
構築してほしい。

123:

患者関係
争 市民(協
螢会委員)

左藤 好威 京都

処患洒DE、

“

71柄師、か71■りつけ暉、24崎口,「眼形環
折、訪間看護ス→ ョン、業剤師を組み込んだ地域
医療体制のグランドデザインを作成し、医療者・医療■
闘のネットワーク(枠組み)の中に、それらを集約する中

患者本位の塵療は、患者に納
得いく情報が届くかどうかにか
かつているので、ここに予算を
かなり注曽込んで欲しい。

n述。 前述内容の実行.

患者関係
静 市民(協
議会委員)

=皓
真―

`

議員

彙良県では緩和ケア病床が、いまだに1施設20床の
みで、改築予定の病院に10床の計画がある、というだ
ナである。

藍良県の5医療圏ごとに緩和ケア病床
つ開設をぜひご検討お願い申し上げる。

患者関係
者・市民(協

議会委員)

ム島

聴 病屁はかりに注目して、そのほかの病屍が蚊職
D外になつているのは大問題。がん情報の公開につい

E鰤:よ傷誦鞣 、盤轟
f、 胃がんについては症例数も多く、生存率も高いな
,あるのに、先ず拠点病院というのはちよつとおかし

拠点病院中心のやり方を軌道修正して、
もつと広く一般病院にもFlP~を開くべき。

D 口性 氏名
HI―
腱 螢 現状oMや 口E●

1231

患者関係
者・市民(協
餞会委員)

14ロ

卜
～
診僚についての7・ットワークに必要だと思つ。どこ
こ居ても、どこで治療を受けても、皆平等であつてほし
。ヽ手術を受けた病院から、転院して治晨を受ける燎

訴奮誰猪脇だ臨 ぎ歴懸 議る
当ヽの議)そんな事がないようにしてほしいく患者から

E療口のネットワークはよくわ
卜らないが、日で予算を対応し
C欲しい。    ′

多療での対応はわからない。
講者側からみた、病院の質も評価に取り
入れた方が良しヽと思う。

志者関係
静 市民 (協
儀会委員)

卜野 光則 E媛
)で期待している。患者の個人病歴、治療歴など医療
■報を本人が管理して、どの病院に行つても医療者に

自分のマイカルテを作成してお

1241

騒者関係
普・1市民(協

議会委員)
福田

麟者は主治医から離れるのを不安に感じる:二か所の
書院にかかると高額医療費が使えないことになるなど
怪済面のリスクもある。

同じ病気の治療(ネットワークでの紹介)
は、合算して高額医療貴が使えるような
体

"が
欲しい。       「

1者関係
旨・市民(協
姜会委員)

夫田淑文
=児
島
二年、取組の前進を評価できるが体制整備に落差が
駐ら力崎。            子

二者関係
ξ・市民(協

豊会委員)

[々の医療機関の堅偏は徐 に々進んでいるように思
う。がん診療体制ネットワークは全く進んでいないと思
う。各 の々部位のがん医療のネットワークを構築すべ

予算を確保すべき。

1243 lL純

檻進計画の全体目標項目に「力`ん患看及びその家族
D苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上」を掲げて
,ヽる。がん患者の治療中、治彙後の咀鴫機能の充実
贅び口睦ケアはその目裸運威に大きな役割を担うもC

=の
で、がん治薇と歯科医療連携を項目として明記し
Cほしい。

1)
"確
保。

12“ 1協議会委 北海道
ターミナル時期を見てくれる病院が少ない。または混ム
でいる。

医療提帰
1協議会委
1)

中村 路夫 化海道

)

ιた)の構築1球り、他病院との回像
データ・操血デ‐ のやりとり、ネットワー

ン回線を用いた会議・連隔医療、処方、
なども可能にし、患者情報・治療情報を

1協路会委

轟
1協議会委
日ヽ

L村 恵す 化海道
テ取の個尋力が発揮されていない、コメァィカルを積
■的にネットワニクに

'加
させる動きが少ない、医師

●ル絆静

“

菫彗!ri立■Lヽ _

|し海道
奎てム 各病院の担当者のポラ方 ィアにてなりたつて
ハる。

当係音を期間限定でよいので
鮨 予算のため、鰺燎報目の
アップ.

医療提雌
1協議会彙
1)

日本 卓郎 lL純
拠点病鵬 様々あり、凹凸が大きい。評価をしつかり
やってもらいたい。国民ニーズからみた観点が良い。
楽ちん治豪 (ビンピン コロリ がん治豪など).

間0ロセロ氏ニースこ丁り宙
bせること。評価釉開発に予
暉をデーターベースに資金

嗜果をみて選択できるよう暮ら
の́手帖のめな物をEI「 司前記.

‐・/7-



D 口性 氏名
回■詈

“

僣鮨 凛状の躁口や間■点

(協議会委 L海道 菫携や相談に対して報酬がつ
〔ようにする。 行政主導で整備する。

診断直後の心のケアが必要な患者が多
くしヽると思う。

1251

お撮費瞑替

〔協議会委
日ヽ

岩手 当の額になるが、医療機関にとってあまリメリットがな
菫携の度合に応じた補助金の

曽額.

(協議会委 卜川 芳弘 自城 |だまだ地域による診療レベルの差がある。

'25:

医療提供者
:協議会重
■)

自城

田舎の中核病院では高齢者の進行がんの手術を担
当。また田舎の中4ヽ病院は再発例、進行例を押しつけ
られる.終末期医療担当となつている。医療スタッフの
モチベーションが維持できない。患者さん、ご家族は高
奎な治療を最後まで要求することが多い。

【末期医無をまじめにしていて
ヒころへの重点配分。在院日

腱縛りがありt急性期の中核
盲院しかない地域では問題と

=つ
ている。DOCでは

“

く依頼

125(

E摂提供看
1協議会長
|)

自城

咆軍運携に同けて登録医を中心に研修会を開lEして
ハるが、実際に「がん診療・緩和ケア」を継犠できる量

125`岬時̈
奏藤 ひろ壽 雪城

匡宅医と編移運轟をとることに積種的な病漏が少な
.ヽ:また、大きな病院だとその中の一部の科とはうまく

連携(て も他科におなじ病院内でコンサルトを受け

空r鶏摯2就 t認 藷
剥 L覇

響
繁

医療提供者
1協饉会委
1)

業田 浩行 大田
時に医療過疎地域における乏しい人員の効率的な運
■のための配置と集中.

時に医療過疎地域における乏しい人員
つ効率的な運用のための配置と集中の
Lめに医療機関の枠組みを超えたネット

医療提供者
1協議会委
1)

藤々 秀明 火田
ヨ治体の協力が少なく、知識も低レベルで丸投げ状
臓。

枚名、幕従にする自治体寄付
1座として大学にがん対策推

1協議会委 喬本 正治 次田
=だ
、緒に就いたばかりでなんともいえない。 ヒにかく人材。

(協議会委 大田
トットワーク化は重要である力く、連携バスの作成など
た変であるので、国で雛形を作つてほしい。

1251 (協議会委 ■日
自療機関間のネットワークをもつと協力にそして医学教
年機関もがん治療が縦割りでないことを自党すべき。

(協議会委 コ形
耶道府県拠点病院への援助を
曽やすべきである。

一峰Ｄ
肝澤 陽英 コ形

也域がん診療連携拠点としての整備が人的、設備的
こ現在のところ厳しい状況である。

EUIの員理の聡凛のたのク
ラ
=ク
的人員配置のための助

支制度、あるいは交付金措置

itん診療連携バスに対しての

多療報酬上の加算も

地域がん診療ネットワークの整備を行政
の責務で制度を作る。

ID 属性 氏名
回晉■
■●曇 凛状0鰈■や間■点

1261 (協議会委 鳴谷 幸広 E島 也城ごとに差が大きすぎる。 票準治療レベルを満たしてい

るかどうかで評価する。

医療提供者
(協議会晏
員)

寅城
コーまでご地方の拠点病院では物理的
こ受けられない:初めにかかったところ

医療提供者
(協議会晏
日ヽ

交城
トットワークー般に言えるのは、電子力,レテの充実と
カー、さらにセキュリティー。

二撮礎賢省
(協饉会晏
昌)

に城 ドん診療に関する地域連携ができていない。 暉配分しても、地域連携はでき
也崚連携クリティカルパスを県毎などに
窒備する。

1協議会晏 古111欣 也 に城
二次医療日と実際の患者の来院する医療ロカ颯なつ
〔いる。

=療
提供肴

1協議会姜
日)

太原 潔 実城 かヽも知れませんが、がん診療を牽引して行く中心的
中心的病院に対し、ものではなく人を定
書させる措置が必要と思います。

医療提供者
1協議会委
1)

土田 昌宏 え城

卜児がんは希少であり1施設で治僚する症例が少なt

ヒめ、専門的経験の蓄積が得られにくい。専門治療施
彙を、地域ごとに集約化して配置する政策的な取り組
ド必要である。

E方から病院に入院通院する
患者のための配慮が必要であ
Ь.

重方から病院に入院通院する愚者のた
らの配慮が必要である。医旅費は公費
Cまかなえる力く、家族の交通費にたいす
6援助がなく、かなりの負担となってい
5^

126`

霞瞭提供者
1協議会委
1) 『

木
どの他病院、診療所にもインt
′ティプは必要。

人ヽ口で病院数を決定すべき。

霞療提供者
1協議会委
1) "木

=宅
を診てくれる開集医のポトムアップ。 =宅

緩和ケアの診療報酬の
″ップ。夜間も出て行つてもら
Lるような往診料のアッ九

E療提供者
1協議会委
L)

十川 康弘 ,木
多くは術後生存し続ける方を対象とした経過観察であ
5。早期からの緩和ケア導入を考慮したバスを推進す

127: =療
提供看

1協議会委
ヨヽ

大竹 ―栄 昴木 人材が確保せ ない。設備投資ができない。
n記理由から、国が全ての患
昔の診療を請け負う。

1額以外に無い。
専門医療機関」の定義を明確1ヒするこ
ヒ。

昌療提供者
1協議会委
1)

左藤 英筆 奇玉

a"清豪の外ホ1にや薇利ケ/の IE違、仕響 ―ミアル
ケアなど地域連携の必要性が高まつてきているが十分
ではない。ネットワークシステムの構集や連携風土の

127`一時Ｄ
伊藤 博 奇玉

りがあり、患者の利益を優先して考えた場合t―律に
甲限を定めた必須条件は厳しいものと考える。また、

127:

一
疇

恥
奇玉 た、金、物が不十分である。 多いほうがよい。 織されている病院には診療報 鼈しいとおもう。

“89-



口性 氏名
日 ―
E●螢

｀
ヨ状の課題や固■虐

:27(

置療提供薔
1協議会委
ヨ)

寺玉
測点病院雨切安が全国で比較すると罹轟が引 ずぎ
6。 ・埼玉県は少なすぎて拠点病院としての取り組み
ド腑られて:_董ら1

予算の統一。 国での基準が必要ではないか。

医療提供者
(協議会委
員)

t京

n節 16ての:3かの景四!こ
`り
、口llll冒醇青、い決轟、

壼尿病などなど並存疾患のあるがん患者が増加して
bり、総合的な医療の提供という点で、がんに特化し,

(協議会委 質京 t体的な目標が見えてこない。

医療提供看
〔協議会委
日ヽ

東京
1者さんへの脱朗不足。患者さんのメリットが少ないと
敗ヽする可能性がある。

鬱者さんのメリットになるよう:こ
タベき。

医療提供者
1協議会委
ミ)

曽瀬 理 東京
'卜

常に難しい問題だと思う。ある程度、行政の指導カ
が必要なのではないか。

え覆は、 万

白に紹介されてくるだけで、が
し拠点病院はパンク状態に

=つ
ている。患者が戻つていく
にうな、医療報酬の工夫卜藝

どの地域に、どのような機能、籠力を
持った医療機関があるかわからない。地
域・地域に、コーディネ■ ―のような役
割を果たせるスタッフを配置する必要力ぐ

ある。

,281一時動
に,苺 壼備のための予算の不足、自由度の少なさ。 自由度を高くする。

たがん医療を行う病院を階層
ヒする必要力くある。この階目
ヒに伴い、診療報酬での差別

128`
量療提9t●

1協議会委
日ヽ

東京

nホ16子漱法圭の愛編↑足。Ψ例え暉ヘツト颯めたリ
つ看護師数不足。②薬剤師の服薬指導不足。③医師 D外来化学療法における来剤

疇の服薬指導を点数化する。 D②施設基準を検討する。

128(
医療提帰
(協議会委
員).

出下 孝 東京

医療機関同士のネットワァクは大変遅れている。本来
読争する分野ではなく協調する分野であるからであ
る。w・bを使うたネットワークを進めるべきである。クラ
イドの利用検討も必要。

医療機関整備のための協議‖
関を作る。参加する委員には
十分な報酬を与える。これらの

委員の報酬は少なすぎる。や
る気が起こらない。

胃院連携をしている施設には
じ療点数を当分の間、あげる
などして促進する。連携のため

3凛豪島ワ電鵬 臓
α

6.

定期的に医療機関の内容を検査する機
関を作る。全国的に見て回る位がよい。
退職したがん専門病院の管理者が適任
であろう。

医療提供者
(協議会委
員)

也田 徳彦 ミ京

肺b部では、がん診療の中でも治療を行う施設は十′

.r雛呈l華雰薔雲欝彎療を行7雄警ゃ緩和医療を
放射線治療や緩和医療の施g
拡充に対する補助。施設の集
約化。

技射線治豪や緩和医燎の診鶴
服酬の増加。

刀ヽalH跛悪口で薇科碑験も長いか、目
施設を含み他施設に放射線治療や緩和
治療など紹介した培合に診療報酬を受

医療費供■
(協議会委
日ヽ

ミ京 フリティカルバスの導入。
クリティカリl・ /｀スの診療報酬
化.

(協議会委 1ヽ池 哲雄 折潟 研修会・勉強会が主催者側のポラ六 くアである。
研修会・勉強会に予算を付け
る。 富携に関する評価を行う。

(協議会委 訴潟
こくにがん診療拠点病院があり、機能分担● ていな 人口の少ない医療日は1つの病院で良

い .                    :

1 (協議会委 チ潟

也壇運携′ヽスを作成しても、それを異朦に運用するこ

=は
、拠点病院にとつても診療所にとつてもかなりの負
日,外ス

鮨 連携バスの点数化が是非
ヒも必要。

D 口性 氏名
目 H
■饉曇 覇状0暉■や日■自 改薔のアイデア

〔協議会委
日ヽ

黒崎 功 猾潟
国々 の病院単位ではなく、少なくとも各県iF独立した
トットワーク担当施設を遺るべきであると思われる。

丞猥費無覆

(協議会委
目)

辱田芳丸 F潟 ド、畦 患者を紹介するようなネットワ=クはできて

129 (協議会委 畢時邦廣 ヨ山 ウンの方法でなく、当事者同士の意見て進めて欲し

業田 和彦 E山 目が二次医療日にまで口をだすのはどうか。

"理
町緊口凛輌所事で明 ●疋にととめ、
都道府県内の対策は、地域拠点病院の

(協議会委
員)

暦雇も言め、それぞれの都通府県に任
じればよいのではないか。医療日の状
兄は、都道府県によつて大きく員なり、一

串に=次医療日に
1か所の地域拠点病

(協議会委 冑院間での協カカt不十分. 定期的ミーティングの義務化。

129`
医療提供堵
(協議会晏
員)

われているが、全国規模にしてしまつてI各地で同じよ
うな会が行われないように、口でスケジュールを決め

前記のほうが予算削減にな
る: 日で計算. 不要.

義疇Ｄ
片山 ■次 E井

拠点病院が椰市、県庁所在地に集中し、地方都市で

拠点病院の求めら掲 静僚レベルや設備を確持する
ことができない。

地方拠点病院に地方のスタッ
フ、設備を集中して効率の良L
施設展開をする。

■をアップする。専門Eが拠点
冑院で診療した場合の報酬を

員制とし、その地位も向上させることで、

豊夜警院で?勤務、のモチ
ベーションを

1291
E豪提畑
1協饉会姜
1)

臓護 智美 阜

・
音13髯ほ甥説薔薔線麗欝称
必要なのに…。これも時間が取れていない。

トットワークシステムとして、力く
し拠点病院から地方の病院、
をして開集医との連携ブレー、
1喘に行かなくてもせめて地
なの病院までいけるような予
中の算画せ たらと思う。

i輌 鰍 盤 aF
なの病院までいけるような予算の算出で
をたらと思う。

=康
費薇■

1協議会乗

臨
1協議会委
日)

Jヽ川和代 由阜 Eかけずに 謗藤が受けられる体制は まだ整つてい 鷹局ての アピールも効果があると思わ
にる。

ほ嶋 理 中田
冑言鯖 科)、 楔医拗―蜘宙神連携体

“

の構築.
テ政等による支援システムの構築。

コレベルで機能的・効率的なフロー
片 ―卜等の作成。
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ID 属性 氏名
回―3●螢 覇機の暉■や日■慮

一時Ｄ
静田

果たすべきだが、どういう患者をがんセンターが積極
的に受けるべきなどの、ルールが無いように感じられ
る。全国の力くんセンターをとりまとめる部署で、憲法の
ような、がんセンターの本来の存在意義に立脚した
ルール作りをすべきと思う。91えば、再発して一般病院
で治療に難渋している患者は受けない一方、早期の初
I●l手術対象例は喜んで受けるなどの、独自ルールを
敗く科もあるが、そのような所には患者を送るのも困難

130(
E環民 医 覆
1協饉会委

臨
1協議会委

静岡 卜都道府県で体制の充実度に温度差がある事 ?

130 椰岡 btんのショートステイ施設の設置。

1301 椰目

発を作ることが理想と思うが、理念や、経済的な基盤

(協議会委

員)

″員な0冽々の租専か栞暉に

“

刀し●つのは、

“

刀:
彗うことによるお互いの利益がなければ、なかなか総
合では賛成でも各綸にはいるとお互いの利害感性が

医療提供者
(協議会委
員)

諄岡 =公
的6病院のあいだでの連携が進められ、共轟クリ
ニカルバスが実施されている。そのためには病院内の

讐曇緊整聖禦
役割りが大きく、連挙に関する予算

地域連携がんクリニカル′くス

加算を要望する。

100`
=猥
発無有

(協議会委
日)

‖口奥 陣田
ネットヮークの整備は必要である。しかし拠点病院は
紹介患者だけ受けるようにすべき。 介●者には患者負担を三くす

医療提供者

〔協議会委
日ヽ

E知 ドん診療に携わる開桑医の熱意に差がある。 こ、国もしくは地方行政府で予 nする医療機関にそれなりの Tでオンライン化を。

1301 (協議会委 太野 稔人 E知
ネットワーク作りのため、予算
ド必要である。

130: (協議会委 [知 |くん地域連携バスの推進。
ドん地域連携′ヽスの活用に診
察報酬を付ける。

1301

医療提供者
(協議会委

員)

セ知
諄診療科間の症例検討が弱い(CancorBOardが不十
分)。

こして、それをある程度がん拠
点病院の必須項目として加算

Dancer8oardの あり方について、あいま
ハな点が多く、それについてのあり方検
討会を設置して詰めていく。

'   9/19

lD 口性 氏名
Inl―
口体艤 現状0鰈■や間■点

1301

医療提供者
(協議会晏
員)

民口 豊久 E知

購瞬こ●~4環助●.唾銹か
'懺
ユ景と目わ

“

い0か、
急な体制作りが進んでいて、診療所力1追いついていな
い。ネットワークはがんだけではない。平成19年に施
行された改正医療法により、医療計画制度の下で、い
わゆる4疾病5事業ごとに、医療連携体制を構築する
こととなつた。診晨所一人の医師でこれらをすべて受け
入れるのは困難で、病院と診療所の連携を行う前に、
医師会の中で、分担が必要と考える。医師会の中での
連携なくして病院と診豪所の連携は円滑には行かない
であろう。また病院同士の連携も地域によつては進ん
でいないのが現状である.

病院同士のインターネット高速
ネットワーク回線の構築に予■
をさくべきであろう。病院間情
報ネットワークのインフラ整備
である。   (

連携実施に対して、診療所側
にも病院側にも診療報酬工の
加算を設けるべきである。これ
が、連携推進を誘導すると考え
られる氏 算定条件養 びしく

するとますます医療機関の疲
弊が助長されるので、算定用
件の設定は慎重に決める必要
がある。

病院と診療所が連携するクリティカルバ
スを充実してくころ力く必要であるが、多忙
な日常診療を終わつてから、医療機関同
士で連絡をとりな力くらシステムを構築す
るのは、実は現場において非常なエネル
ギーを必要とする。このような努力をして
いる医療機関には一定のインセンティブ

を与えるようにすべきである.

(協議会委 二重 lL域がん診療拠点病院の拡充。 コの予算の拡大。 に分な手当を。 拠点病院の算の評価法の確立。

(協 ll会姜 中瀬 一則 二重 処点病院間でがん種による診療格差が大きい。 ヒがん診豪での役割分担ができるように

(13議会委 千葉 勉 質都
=れ
は今の拠点病院体制を充実させる。

拠点病院に対して、本当はも■
と予算は必要。特に人件費。

ltんの報酬を上げないと医療
1関の整着は困難 .

専門医の増加、サポート体制構築のた
めのコメディカルスタッフの強化.

医療提供者
(協議会委
員)

富士原 正
人

京都

匡燎薇関の質工びに数は、lt軍によつて相当な違い

b(あリネットワークの構築は中年度の広域医療日で個
IIlに整備されるべきと考える。都道府県の発想は公的
医療機関に偏二する傾向があり、末端の医療を支えて
,ヽる医療機関を軽視している。病院の集約化は更なる

驀峠̈
青水 義博 彙郁

菫携を組む医療機関同士の情報の共有化が不足」電
子カルテの情報をWEB等を利用し個人情報を保護き
にた状態でrr技術で共有化する。

前記に予算計上。

り断、手術(1ヒ学療法、緩和、
生宅と、3つ ロトの医療機関て
畑豪される場合の診僚費軽減
ヒ逆に医療機関は紹介及び受
ナ入れ報酬制度導入。

患者個人の電子媒体によるどこでも使
用で るカルテ作成。

(協 81会委 彙都 ■報の共有化(充分なる個人情報の管理)。 日人情報と情報の共有化。

医療提供香

(協議会委

鵜

(協障会委

¬江司 た阪

広 かん地瞑理甍クリニカルバスを入阪肝として作厩

、́運用を開始している力t、 困難な面が多々あるのが

k阪 雪るよう、予算上および制度上の工夫が必要と考え

4110-



D 口性 氏名
口 H
腑 曇 現状の■層や同■点

医療提供者
(協議会委
員)

職 尚吾 大阪

・急性期病院での診薇を終えた後のターミナル患者の
疼痛コントロール等、経和医療を実践していただける
医療機関が少ないため、ホスビスまでの間に療養病床
中心の病院が積極的に緩和ケアの患者を受けやすく

妻蒼嘲 確卿 玩編
原則となつているが、対象人口等も大きな問題と思わ
れる。 ・個 の々医療施設の数的な評価だけで、質的
なET価が見い出せておらず、内容が異なつているので
はないか?

がんに特化した内容ではない

が、病院と診療所の医師の報
酬に対して同等の内容になら
なければ、過酷な病院勤務医
の確保が漱しく、予算編成時に
具体的な方策と最低瞑の予算
枠が確保できなければ、医療
崩壊を招く可能性があると考え
る(行き場の無い患者を作り出
す可能性がある)。

・入院が必要と様々な条件で
判断された場合、患者を区分
する介護度などt介護保険H
度の様な明らかに病院としてメ

リットが無い区分領域はなくし
て、入院が必要だと判断がさ
れる患者に対しては、その時

護鰐曼だ隋 T
る収益は、必ず利益に繋がら
ないと、医療レベルの維持が
出来なくなるため、今後の医療
に対して最低限の要件である
と考える。 ・質の評価を取り入
れた上での報酬を :

地域連携で機能分化した内容を特化し
なければ、目的に合つた結果が望めなし

は行けないぐらいの医療システム体制
が、必要と考える。

複数の

て周知

:協議会委
■ヽ

清原 久和 大阪 がん患者の救急対応を颯進する。
DPCの場合、救急での1日 日、
2日 目を出来高に。

医療提供署
1協議会委
魔)

西村 亮ニ 黒摩
日別の医師や病院どうしの繋がりによるネットワークカ

存在するのみ基幹病院を中心にした囲い込み力ぐ進む
可能性がある。

地域全体でのネットワーク用情
報交換システム構築のための

予算。

病院単位ではなく、地域全体で
ネットワ→ を構築しているとこ
ろを評価 在宅医療を支える
′ヽックアップ入院のための病院
弁評価 ^

ξ言富鶯I;li311]i]`i曇 [
医療機関に提供。

一」ト
松末 智 姜良

現在では予算面を含めて、地域拠点病院計画は国と
県とが折半して実行する国柄にわ ているが。この為、
県内ネットワニク構築まで十分進んでLSないのが現状
である。これは各県での事情も異なる為取り組みに差
があるかと思うが、制度的に都道府県の役割分担が
明確になっていないことも原因であると考える。従つ
て、県及び地域拠点病院は国の管轄(予算も含めて)
にして、県内がん診療ネットワークは都道府県の管轄
とすれば、今まで地域拠点病院に拠出していた交付金
をそちらに回せるだろう。勿論、これには根本的予算¢
贈額が前提となるが^

13Z
医療提供著
(協議会委
員)

口歌山

展がん拠点病院1施設と地域拠点病院5施設は決定し
ている。その他:がん診療連携拠点病院の指定を県と
て́検討している。現在ワーキンググループを作つて選
七作業に入つている。 ´

興ヽ やF●1燿麻′に関理してか
～
該糠

菫携病院の指定を県から受けるために

ま、それなりの整備卜必要。投資してそ
lLF●りのメリットがあるのか、対象病院は

132 (協饉会委 ln歌山

D 口性 氏名
lHl―
m鮨 現状の鰈■や同■嵐

岬疇Ｄ
10歌山

青診連携バス推進中とのことだが、当院のような地方
青院のまわりの開薬崖では、担がん患者さんいう『め
しどうr』『ややこしくて』『‖gh indな患者さんはまず
多てくれない。自宅で看取るということもほとんど不可

黒熱 響 当T麟奮 騎 設 写燐 勝 騒 繁
Eご存知なのでしょうか?全国の医療機||が、たとえ
まがんセンターと地域病院のような責任感と連帯感を
寺つてがん診療にかかわつてくれるとは思わない。予
肇や報酬で解決する問題とも思えない。

1321

医際確供書

1協議会委

臨

(協議会委

臨
:協ll会委
日ヽ

lq歌山 暑和ケア病棟が不足していないか ?

132: 平野 勇生 la歌山 =鰺
療所`各病院のケア能力をお互しヽこ把握しきれ

r、 連携がすすまない。
譴体的なケア実績および診療実績の公
開(病院も惨薇所も)"度を整える。

山口和載 和歌山
日医瞬、洒所の轟百颯コ`凛0‐と口`同理CraO看首か
らる。患者の利益だけを優先していくと、経営上厳しく
,ス盤会ぶふム

1321

医療提供者
(協議会晏
員)

lD歌山

なかなかいい劇度というかネットワーク
ができません。これはそれをどこが管理
するか、管理にかかる人材、人件費、場
所、道具の問題もあると思います。現実
的なモデルを示してほしいと思う。

:321 10欧山 師 お帥 嘗
腱術習得のための研修施設を作るべき。

こは受け入れた人に応じて予
暉を配分。研修を受けに来た

"は
E燎に貢献しようと チ
一`ションの高い人なのだか
b、 無綸なのはあまりに酸.宿

一定の研修を積極的に受けさ
せている病院に重点的配分
を。

「

環賣饉薔
(協餞会曇
員)

ドんセンターのテレビカンフアが全国ど
D病院でも見られるようになればよいと
思う(ストリーミング).

E無理瞑看
(協議会姜
日)

尋取

いん形療運銹翼慮編

『

でありなから、早期のかん

“
台療していただけていない病院力くなつているの相

133 (協議会姜 山下裕 鳥取

1332

E鎌提供看
〔協議会委
日ヽ

日山
饉都道府県にまかされすぎて、各都道府県によつて差
btありすぎる。

1331

医療提供者
(協II会彙
員)

彗むら禁 口山

田山黒では2次医療日5つのうち2つた地域がん鰺療
連携拠点病院がない。県南の拠点病院がカバーして
います。地元の中規模病院を准拠点病院として育て
る。そのために颯病院が人事交流する。

査(1～ 5万人)を部卜に1回行
う。地雄ごとの特徴が出るの
で、今後の施策策定の基準に

ドんサロンも、口値するのに、人手と場
所頗 る。

」イ11-



D 口性 氏名
口 笞■
■ 住地

現状の課層や間■点

E療提供者
1協議会委
亀)

片岡 健 ムB 時に地方では、がん拠点病院は名ばかりで、専門性カ

E保されていない。
なくとも、各診療分野の専門
饉、事門看IE師などを配置す

専門医などには手厚い配慮
を!

去制化も可能か ?

133(
医療提擬
(協経会委
員)

榛崎 勝則 ムJL

2次医療日に1か所といつた地域がん診療連携拠点病
院の制定は、2次医療日の人口、交通網.保険医療機
関数など各自治体間の大きな相違がある。診療連携
拠点病院の制定に、各自治体の意向を十分に配慮す
る必要がある。

"予
算配分において、国家予
諄の割合を増加させ、地方負
Eを減少させ、更なる地域がん
じ療連携病院の選定につなが

在宅緩和ケアにおけるネットワークシス

テムの確立在宅緩和ケアを含めた、が

ん診療連携拠点病院制度の見直し。

133(

医療提供者
(協議会委
員)

底B
がん拠点病院→一般病院一開葉医の情報交換システ
ムが存在していない。

Π記7・ツトワークの奎偏に対し
Cの補助金を1倒 画像のコン
ナルティングシステム等)

口記ネットワークを利用する紹
卜の形態に対する報酬の

“
没。

ネットワーク構築に関するスタッフの派遣
制度。

8環豪瞑看
〔協議会姜

鵜

:協議会委
邑)

=』

L
ドんネツトを使つての医療機関同士の情報・意見交
彙。

ムの設備がないところについて

田正朗 山口
トットワークに関しては、拠点病院だけでは不十分.多
(の医療機関が多加せ る仕組み鰺泌要。

133( (協 II会委 雪下 洋 Lロ うに、地域連携の充実を日る。医師会の登録医との協

134(

8環薇供省
〔協議会委
日ヽ

山本 遣人 山口 也城医療の実情に応じたネットワニク作りが必要。

嘔壊寸前の地壌医療にlE面する地万で
ま、地域医療再生計画の中でのネ,ト

1341 =療
提供者
〔協議会委

員)

医療提供者
1協議会委

騒
1協議会晏
ヨ)
呂僚提供者
1協議会委

山口

B力 CII、
`た
●たき軒洒囁ζ

~爾洒に、レ環所この
滲断、治療に対する思想、戦略など大きな格差がある
0も事実。今後、このあたりを拠点病院が中lbとなつて

134`

=島

口ヽ単位ごとの病院・診晨所の機能分担のモデル・指
1を示し、都道府県主導で実行すべき。

の機能分担のモデル・指針の
5道府県の主導に応した機能
を分担する場合は加算。

:34( 書j!l
躇員以外にはあまり知られていない登録Ol度力く続―だ
てヽいない。

列えば、救急のように一次二次三次のよ
うな医療機関の整備。  ′

134` 最終的責任が不明瞭になる可能性がある。
■■ :こ形薇する場● t彙け皿
拘診療施設 )の診療報酬点数

134:

医療提供署

(協議会委
員)

緩和ケア病棟の増床。

134( 吉澤 潔
地方における医師不足は深刻で、特にがんの手術治
栞に当たる外科系医師数は壊滅的である。

ホ科系医師数および手術件数
Lその成績に応じた、力|ん拠点
膚院支ll予算を策定する。

ドん拠点病院と一般締 めが
し手術点数に格差を設ける。

Cにおいて満たす、現在の「がん診療連

(協議会委
員)

れる『特定拠点病院Jがグループ的に集
合して形成する「ネットワーク拠点病院」
を認定する。がん診療の店上げに買献

lD 口性 氏名 常饉
口
〓 =状

の暉層や間■点

ム瞭掟供者
(協議会委
邑ヽ

Elll
鳳単位で、ネットワークを管理する事務局を設立し、県
ド事務対応するようにする。

医療提供者
〔協議会晏
員)

串村 直 日,:: =い
。かかりつけ医ががんの治無、緩和ケアー、終末
口治燎などに携われるように、研修・教育が必要。体

1341

8猥甍瞑書
〔協議会晏
日〕

電媛
ドん診燎拠点病院間でインターネットがつながり、患
曽情報とかが共有できたらいぃと思う。

霊原提供者
(協議会委
日ヽ

合水 正人 電援 自携のコーディネート担当者がいない。 連携の担当者を増やす。
連携バスに大きな診療報酬を
与える。

拠点病院に医療連携・研修のセンターを
作り、予算措置を行う。

医療提供者
(協議会委
員)

ι井治人 E媛

建点病院といつても、がん診療において他施設に指導
層を発揮するに当たつて何の権限もない。一般国民に

旬けて拠点病院のあり方が広告、広報されているわけ
Cはないし、患者の認識も進まず、施設の均てん化を
Lめていても、国民の意臓は均てん化に向かわない。
2知 され、他病院が競争でなく協力に転じ、体制がで
,るまで、日が暮れて道なお通しという印象|

=療
提供者

1協議会委
ミ)

軒知

予算の使い方に関して、いつ
たでと期限を設けず、各地域

`腱望を聞き、話し合いを重ねた
うえてBI回をすすめていっても
3いたい。いつも行き当たり
まったりのような気力くする。

135(

医療提供者
1協 EE会委
ミ)

田村 和夫 ■岡

)野(1)か ら(5)まで述べたように、医療機関の設備、
トットワーク作りについては、片手間ではできないので

事従の事務や医師が必要である。

Jlこ予算が必要。とくに、がん
診療連携病院をオンラインで
嗜ぶためのシステムの構築と

唯持に対する継続的な予算立

ドん専門病院に対する診療報
洲の加算。

がん診療連携病院のオンライン化。

IE田

」客ゼ鸞饗銘遇霊褻騎なR19談3覇
司前記.1協議会委

ミ)
里があり、看護師などのコメディカルが主体となつて進
う秘 要がある。とくに、私立病院や診療所では十分

=メ
リットがなけれ!fやれないため、メリットが十分ある
にうにしないと発展しないし継綜もできない。

135: =療
民瞑者

1協議会委
雪ヽ

嘔国
「

のネットワークシステム等の構築の充
実を日る(病院―診療所L在宅医)。

135( (協議会委 嘔田 :加算し、患者を集約するよう

-11/2-



ID 属性 氏名
IEl―
齢 螢 現状Omや 日■点

色量長優看
(協議会委
日ヽ

左賀 5道府県⇔地域がん拠点病院の連携。

(協議会委 を賀
T化の推進と、医師が端末の前で長々と事務作業しな
:て良い様に医師補助事務者の増員を。

1351一疇い
湯ノ谷 誠ニ 左賀

,い枠を取り去り、地域単位あるいは県単位でネット
フ→ を整備する必要がある。

クリニカルバスなどで、連携力ぐ

確立した際の報酬のアップ。

1361

8環IE供調
(協議会委
目)

佐藤 英俊 左贅
薔医療機関が「単独完結型」になつていて有機的な
トットワーク体制ができていない。

経営母体の違いを超えた相互診療支援
本制を認めることが必要である」

=薇
提供覆

〔協 21会姜
日ヽ

自祖順― 左賀
k学病院、地域基幹病院、開業医及び集局への一元
白情報開示と共有が最も必要と感じる。

ネットワーク構築とランニング
経費Q育成と助成。

講師派遣病院に対する施設備
助算定。    ‐

一
時

動

朝長 万左

男
晨崎 =額

医療機器の整備がすすむよう国が支援などをも
,.

高額医療機器の整備がすすむ
よう国が支援などをもつ。

現確にしてそれぞれに対して

医療提供者
:協議会委
亀)

購
ヽ

ネットワ
=ク
にエントリーしてき

ち々 と活動を行つている拠点病
院に対する評価.DPC係数年。

E環覆 晴
1協機会晏 た分 ドん診療連携拠点病院制度の拡充。

重点的な取り組みを行う施設
に対する増額。

一峰一
た分 ドん診療連携拠点病院の基準とする条件の緩和。

特定臓器のがんの診療連携拠点病院の
認定。

一疇わ
た分

也方の二次医療機関であるが、大学病院などで急性
明医療を終了した患者の受入機関とならぎるを得ず、
|―ミナルの患者でベッドが埋まつてしまう。本来の機
諧を発揮できない。医師の疲弊の原因ともなつている。

がん治療に関わるコーディネ■ターの養
成(交通整理をする人)。

136 賓砂 重仁 雪崎

さ的病院しか認められないがん拠点病院は、あり方そ
,ものを検ltすべき。消化器がん年は放射線療法の
セ設がない所でも認定すべき。

■科医が全国的に少なく、力t

tと診断されても4夕月ん6ヶ月
岸ちのイギリスみたいにならな
ハように、国は早急に対策を立
てるべし。今回どれ位、診療報
田が上がるか分からないが期
事する^

1協饉会委
晟)

手術を現在行つている外科医の数を国
は把握すべき:

:361 =療
提供看

1協議会ニ
ロ)

E児島 ま?地 域や病院の特色を出し、地域で役割分担をす

: 36  (
=彙
提供者

1協議会委
1)

E児島
〔病院負担医師の負担増 (臨床研究 がん登録 学会
以者登録など)クラ→ の確保は現状では、病院負

雌 負担感の改善には、診療
暇酬の見直しが是非必要。

D 口性 氏名
日常
●●

“

現状の朦口や同■菫

(協機会委 中縄 舌用は難しいと思われる。患者の意識を変える活動、

電猥礎薇宿
(協饉会委
■ゝ

トットワ=クの実体化。 冑院経営上以外のハ=ド面の確立。

1371 (協議会姜 bまり進んでいない。

1371 (協議会委
二療機関同士で■複して検査を行つたり、がん登録に
闘しても重複して登録作業をしている。

Fム整備の予算を作る

“

助金 Cネットヮークをうくるよう、施設基準に
虚リスス,で 1士″らか _ :     :

一峰Ｄ
人(独居、老 介々饉等)が安心して療養できる場所がな
い。施設でも入所できないところが多い(介饉従事者だ

「
~ンンツ不アム″ 0ヽ● 7=

=し
疼痛コントロ

「

ルのできる
主診医の確保が必要。施設に

髯環 薇 薇石

(協議 会 委

鍮

(協饉会委
員)
医療提供嗜
(協議会姜
■)

ドんの患者さんを引きうけやすいように鰺療報酬など
巴済的なサポートを希望する。

137(
積極的にPRをして、医療関係者へ周知させることを促
進していかないとなかなか進まないと思う。

1371
.大型機器更新時の予算付・強化事業補助金の使用
H限の緩和、使用自由度の拡大も  ・ 毘年の補助、時間外手当等の

がん関連資格の有無による報
■上のインセンテイプ.

1371

ヨ中で勧 ン77レンスのため
こ病騰・診療所業務から離れ
Ьこと魔 きるようにしなけれ
まいけないと思う。カン77レン
スが夜間ではt一部のスタッフ
″か参加できずとても無理.

ll記を達成できるような報酬。
E騒覺供雹
1協議会姜

■)

興薫なかr●か破籠していない。費籠してい0のほ観の
見える医療スタッフ同士だけのことが多い。多忙な中て
断た1こ顔が見えるようになるのは無理.

1371

E療提供者
1協 31会晏
■)

トットワータの地域での拠凛がどうしても公立 :公的施
,に偏り、既得権益に照似したものに感じられる。

自治体としての拠点はがんセンターまた
は成人病センターなるものに集釣した方
が電崚病院としてはわかりやすい。

E僚提供者
1協議会姜 薔医療機目Q治療成績t治凛内容が分からない。 腕―したデータベースにし、公園する。

二療提帰
1協ll会委
■)

rニシアチプをどこかがとるべきであるも、なかなか困
臨であつた。

つ配分をし、そこから予算を分
するようにすれば少し良くなる

もう少し患者本位の医療を考えて欲Ltt
(本音と建前が見え隠れじすぎているよ
うに思う).

1381一い」驀疇̈

椰会、田舎の地域基に応じ絲 ットワーク作りの実例、
にたはあり方を組介して頂きたい. ●やしてほしい。 上げてほしい。 精度に応した鍾まれる実体というものを

具体的に提示して頂きたい。

138 L生する。現在のような、病・医院をつぶすような方向

―l1/8,



D 口性 氏名
口 H

“

律 艤 現状0凛■やmEH

1協障会委
日ヽ

じ域によつて行政の関与レベルに大きな差がある。各
じ域の医師会同士の連絡体制が整つていない。

,大がんの連携バスの運用として、行政
′ベルで声をかけ始動していく。

138〔

と撮費瞑有

1協議会委
目う

予算を増やす。
5道府県を通してでなく直接病院へ資金
E提供する。

(協議会晏 冑院のネットワニク関連部門の強化。 ドん診療連携バス加算。

=薇
礎供看

〔協議会委

員)

医療提供者
〔協議会費
日)

地域連携が是非必要フォローアップバスで十分。
冑院と連携医の間に入るコーディネー
シーが必要。

1381
)CSに対する理解がある成人診療科の選定、公表な
ビも早期より課題として取り組むべき政策と考える。

ЮS患者の経費軽減。

138(

E僚提供者
:協議会晏
魔)

がん診療連携拠点病院の整備についてt承認の
―ヽドルが高く、クリアしたとしても診療報酬上のメリッ
がヽほとんどない。また、2次医療日におおむね1施設
しいう根拠が理解し難い。

件をクリアする為に、人的にも
また設備的にも多額の投資を
行つている。DPCの調整係数
的な形での診療報酬上のメリ1
卜多R台で書ロオ,_

条件を満たせば承認して、拠点病院の

数を増やす。

1391軸疇い
=置
くべき。連携バスをはじめがん診療連携の体●l作
′ができていない、今のままではがん拠点病院を頂点
しする序列化であり「ネット」ではない。公立病院への

岱的病院に偏つた加算の見直

1391 1協議会委 連携する医療機関が少ない。

医療提供者
(協議会委
員)

がん診療は救急医療と違い各地域にある必要は必ず
しもないと考える。高度医療機関を設置しそこに集約

｀

化を回るべきであると思う。

卜ける予算が少ないので、数
,減らして1つの病院に予算を

医鎌提供看

(協議会委
日ヽ

膚診連携を推進する必要があると思われる。 予算も必要と思われる。

17/19

属性 氏名
EIH
■枠踵 覇状の暉鳳や間■点

139`一」ｍ

患者さんが「かかりつけ医Jを持ち、何でも気軽に相談
ができるようになることは望ましいことであると思う。し
かし、患者さんは力tんセンターあるいは地域がん鯵療
連携籠点病院での診晨を望んで受惨をされるわけな
ので、ここからまた地域に戻つていただくのには「かか
りつけ医Jだけではなく、安心に対する何がしかのイン
センティプが必要になつてくると思われる。またrかかり
つけ医」に対しても、新たに続がん剤等を購入する必
要が出てくるし、その患者さんが予期せず入院するよう

[知県ではがん静薇連携拠点
冑院ごとにネットワークを作る
にうに指導されている。しかし、
ヨてん{ヒという観点からは各
ドん診療連携拠点病院で各々

トットワーク作りを行うのでは

=く

、愛知県全体として取り組
b必要力くあると思われる。その
ヒめにはアンケート調査、ネッ
・ワークをうまく運営していくた
めの会II等に対する予算が必
【になつてくると思われる。

ネットワークあ まく船出させる
ためには他の地域連携パスと
同様にがんの地域連携クリティ
カルバスに対する鯵療報酬の

算定が必要だと思う。

がん診療連携拠点病院の機能を維持し
ていくためには最ヨト必要なネットワーク
だと思う。ただし、家族と一緒に暮らして
みえる患者さん力ぐ多く住んでみえる地域
や核家族化の進んだ地域、独居老人の

多い地域等地域格差が非常に大きいと
思う。多分同居家族の多い地域を想定し
て考えられているシステムと思うが、そう
でない地域では受け皿となる療養型病
床群が不足している。そのような療養型
病床群を確保する必要があると思う。

139:

摯者・研究
昔(協議会
■員 )

t玉
E師会、行政、拠点病院間での診療役割分担の明瞭
ヒ.連携強化。

こ期的な会合を予算化する。
地域性を重視した診療報酬を
きめ細かく。

139(

学者・研究

者(協 l■会
委員)

兵庫

ドん診療拠点病院と十分な
トットワークが実践できている
冑院や診療所に対しては、プラ
尺諄価て鍋

“

)ボ

“

車

1391

F者・研究
旨(協議会

【員)|
檻進してほしい。

1391

≠者・研究
薔(協議会
臓員)

多くの医療機関のネットウークヘの参加とその実力に

心した役割分担。
それぞれの役割を担うにふさ
bしい診療報酬の確保.

139`

,者・研究
瞥(協餞会
臓員)

btん診療連携拠点病院の推薦や指定にあたつては、
椰道府県のBI回をもつと尊重するべきである。

都道府県の意向、特徴を踏まえたII度、
指定要件に改変する。

その他 (協
離会委員)

lL海道

L海道でいうと、北大医学部、札幌医大、旭川医大が
らつて、それぞれ先生もプライドカであり、連携がうまく取
にていない感じがする。妻が乳がんと診断されたとき、
〕Jの大学の先生にセカンドオビニオンを受けたいと

『
つたら、露骨に嫌な顔をされた。セカンドオピニオン

讐聞く権利が患者にはあるとしヽうことを敵底すべきた。

出身大学の壁を越えた地域の専門医リ
ストをつくり、各病院に置いてもらいた
い。

1401 そ
の他 (協
姜会委員)

鮨梨
られば活用しやすいし有効に思うが刻々
壼わる現場で対応できるか?

■ヤ4- .



D 口性 氏名
ロー
綸 螢 ヨ状0■■やmEH

140:
“
Ｄ

硼
議 け上 隼 夫 静目

随 府県及び地域のがん勝療連携拠点病院の働嗜制
星するということについて、他のがんの早期発見・診断
黙び標準的治療を行つている病院またはターミナルケ

「を行つている病院、診療所及び薬局等の間の連携
1協働するネットワークの構築が十分でない。

n記ネツトワァク構築について、行政が
目与と摯力に努めること。

140(
[め他(協
姜会委員)

コ内雅弥 ム島 ,格整が目立つ。全体の医療の質向上をについても :門病院Jといつた制度も検討してはどう

140
“
Ｄ

躙
簑

専門病院での外来化学療法を地域医療機関との連携
こ拡充すべき。    、

冒療機能情報提供制度による各がんの

鮨 連携パス運用状況を公表。

“
Ｄ

卸
鐸 拠点病院の機能強化とF4飼遂行に伴う予算措置.

ドん鰺療拠点病院と地域ネットワークの

整備、連携強化。

その他 (協
離会委員)

彙点病院へ集約すべきがんと主に二般病院で対応す
きヽがんとの類別。

140 そ
の他 (協
議会委員)

b●と倒産が浸透してネットワークが十分活動し始める
Lふヽ 対策もいい方向に向くと思う

1仰
その他 (協

臨会委員)
できている感じがしない。

140 lL"騎直 いの対策が必要。お互Lヽこサポートしあう、刺激しあう

贅前は ,へのア昇ほ自姦¬
こられねに ない1

-15ニ
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■性 氏名
口晉書
●●綸 ■僣地 ■状OH・●日■点

凛有関係

静 市民
キ森 キ森

見状がどうなつているか、一般の人にまで伝わつてい
よい。 ,

t7~ル事業による啓発、検証。
評価。一体ではなく、コスト努
力に見合つてメリハリを,

関係香が含意ずれは異駁的■
■り組みにも手当を。

患者関係
者・市民 「

森 ξ森
キ森県においても、がんセンターを作り、がん患者だ倒
LttFlの医療スタッフが診る体制を作ってほしい。

患者関係
音・市民

青春 青春

し方においても中核的病院と、身近な地域の医療機
旧との格差があると思うので、それを補うネットワーク
L整備してほしい。

医師の研修のほか、畦 活用
た́ネットワークの構築に取り
はんでほしい。

愚者関係
者
`市
民

析潟 新潟

昨来化学療法室に専門知識を持った専従の医師が少
ない。(配置されている)少人数の認定看饉師がバート
つ看饉師さんを指導して治療している現状は問題であ
る。

医師の専従(または専任)者の
■置をもって、現状の5CD点に
メラス加算を設定する。

本来化学療法
=の
設置におけ

る、医師、看臓師、薬剤師の配
置。基準を現状以上に朗確化
レ、各職種の専門性も含めて
制度化する。

壼者関係
旨・市民

昴月 析潟 自宅でがん治療 (ターミナルケア)が受けられない。

患者関係
饉・市民 鮨根 薔根

耶会と地方とではずいぶん格差があると思われる。地
方においても都会と同じように治療ができるようにして
ましいる

地方の病院においてもそれぞ
れの専門医が必要であり、そ
つための研修等が義務付けら
に、専門医の養成に努めてほ
´い 。

麟者関係
酢 市民

多久和和子 島根 島根

医療にかかわる人材不足が大き〈、拠点病院としての

こ営が難しい病齢 ある。島根県は、東西にX、 山
日僻地・離島をかかえている。

処点痛屍だけに力を注ぐので
まなく、拠点病院を中心にして
晨内全体の医療が展開せ る
たうにするlZ・要がある.

欄
・市民

島根 島根
拠点病院から地域へ戻るときの医療・介護体制が分カ
らなくて、スムーズな対応を受けていない。

リアルタイム (四半期)で全国
恒で各地の医療 :福祉情報を
姜約できないか。相談を受けマ

bどこへ患者の療養生活をゆ

=ね
られるのか道をつけられ
5ようにする。

40 (
観者関係
争 市展 島根 島根

複数の診療科にかかる割合が多いので医療費がかさ
む。患者の負担が大きい。

がんセンターがあればよい。

餞者関係
彗・市民

旧山益雄 鮨根 島根

私方の中山間地での医療機関ではがん治療は受けら
れず:広島、江津、出霙、浜田と遺方まで行かなけれ
ば受けられない。

40`
鳳看関係
璧・市民

島根 島根 拠点病院で体制が不十分。 診療報酬をアップ。
相談専門員への手当等の検
言付。

40(
鳳看関係
曽・市民

広島 広島
医療連携が不十分。介饉施設在宅連携 et.。 介餞現場
Fの力仏 ,皇者の饉ね ^

年護現場の医eT・看護師etcc
諄儘 ^

がん患者 (介護)の症状緩和C
点数化.         ‐医療連携の強化。

■性 氏名
日 H
晨 仕 螢 ■億地 ヨ状の凛■や日■凛

40`
患者関係
ξ・市民

ム島 広島

鼈ttお療の買など幡差がある。受けたい治優等を
見つけてもt遠方のため通院t・tない。又、地域連携
|1取れない。

40 (
鳳者関係
鬱・市民

析山みわ ム島 広島

自分の住む広い備北地域に一つだけ。それさえ、いつ
まで拠点病院でいられるかわからない状態。広島と言
えど●広島市に入院、治療は大変。

崎師百のラく■む旭暑Lて、く
つ地域に合つた病院の形にし
Cほしい。具体的には分から4

40 (
鬱者関係
籠・市民

IE岡 福 岡

現状認Itは5年ほど前の経験(体験)での応答である。
既に整つていたら失礼。例えば一つの内科のみでのカ
応であり、横つながり=他診療科医との連携力qまし
,｀ .

一つのがん医療体制ネット
ワークを重視して、かかわる
‐ ムに平等に予算配 分
し、また、その結果も医療チー

ムは報告する。

予算についてJの回答と同じ。

401
韻者関係
昔・市民

ネ志郎 IE岡 福 岡

膚気が複数重なつたとき、病院が複数になつたときにヽ
珍療情報の共有がしやすいように。引つ越しや他県で
のセカンドオピニオン等もスムニズに。

401
鳳看関係
昔・市民

長崎 長崎 医療機関・センターが遠く、ネットワークの充実を望む。

40 (
慧者関係

昔・市民
喬本恵= 腱崎 麟

bくんについての知織・技術をしつかり持つた医師の養
文を。実際にあつた話で、がんが進行して直ぐ手術し
,ければと、拠点病院に指定されている病院で言われ
ヒが、他の病院で異常無しと診察。現在も健在。

地域の拠点病院として指定さ
れている病院の医師は特に、
しつかりした技術・知識の再教
育養成が不可欠。

急者関係
昔・市民

青森 医療機関によつて非常にはらつきがある。
劉えばペットなどは県病できえ

黒い、哺海病院まで行く。他の
設備も古い。

晨新情報の共有化.知臓 (医
Dの レベル (地方に来ると低
′ヽと思う。全国―伸のレベルに

′てほしい).

患者関係
昔・市民

島根

地方にも先進医療の技術向上

及び整備について予算で不十
分と思う。患者負担の軽減をし
てもらうため、国、県の大幅な
助威をお願いしたい。

診療報酬につし`ては新しい治
療については少しはアップして
も良いではないか。

医療の進歩は日̀々あると思う
0で、法律、政令等、全国統一
こなるよう情報公開をお願いし
ヒい。

饉者関係
昔・市民

島根

庄んでいる場所によつて受けられる医療の水率が違う
のは、命の格差、重きに違いを社会的につけてし略よ
うなもの。均質なハード整備は無理だが、適切な医療
につなげるソフト、つないだ後の受診支援が必要。

もつと何に使われているか、本
当に生きたお金になつている
かのチェックt評価が必要.緊
急対策でついたお金も随分あ
るが、中には効果が疑問な使
い方もある.

遠くから受診している人の分を
上乗せしてほしい。

制度があることが末端の患者・
瞑族に伝わつていない。

鳳者関係
籠・市民

島根 がん総合の窓ロカ1ましい。
全身に転移した場合、三っ_
つの科を通る。これをまとめて
ほしい.

自者関係
昔・市民

広 島

ム島市に近い所で|よ、ネットワークが出来ていると思う
が、地方では形だけで中 患々者さんやご家族に満足を
て́もらえていない。

どこにどう使われているか、ガ
ラスばりになつていない。

ガラスばりにならないと言えな
,｀ .

諷者さんやご家族にどのような
ネットワークを利用でき、どう良
bヽつたかなど、結果を知ること

=と
思う。
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ID ●L 銘 【凛
■et 駄 0暉■や口磁 ・

主法府 奈良岡克也 キ森 青春

卜嶽 亡率の高い地方の医療機関の整饉は遅れ‐
6のが現状ではないか。この点に関する日の支援が

ら要ではないか。    ・

104推奨施策例OH用分邸
D35お6の内容について、ぜ
り早急に実現させ、地方のが
も巨藤

"産

・体劇わ くるべき
Cある。

テ政府 自川隆美 青春 青森

腱少ないがん専門医と少ない予算が中小医療機関に
分散しており、集学的な良いがん医療ができない状況
こある。

瓢国の1位ががんである以上、
しつと他分野を減らしても(特に
公共事業)予算をがん医療に
旬けるべきである。

高度医療の移療報酬

“

つと
上げ、逆に―鶴砂療所レベル
でできるものを減らすべきであ
る。

テ政府 青春 饉森
医療機関の地域格差、経済基盤が低い。専門医がい
よい。コ開発が遅れている。

E僚のネットワークイしを進め
6。かかりつけ医の活用。

テ政府
「
森 饉森

卜県では、高度ながん診療を専目的に行う体制力颯b
〔いる病院は限られており、地域によつては治豪のた
0遠くの病院無 通つたり、遠くの病院に入院曖 けれ
お らない状況!蒟る。

旨地域の中核病院 :ヨSいて、
■模は4嗜くても必要最低限
つがん診療は行えるくらいの

本樹整備が¬朧となるような
け策が必要と思われる。

テコu仔 断潟 析潟

甦点病院の指定要件として、日臓従事者の配置など、

置理峯翠雲諸電盟普謹乗碑 わけヽ諫 病院に対する補助金の額D引き上げ、対象の拡大。
動 の引き上げ.

3/3         ・
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提出資料 5

・        2011(平成 23)年 1月 17日
厚生労働省健康局総務課

がん対策推進室長殿

がん対策推進協議会委員

埴岡 健一

がん対策の政策評価 の方法 と整合性について

1.「がん診療連携拠点病院Jにつぃて集中審議をするに当たつて、「がん拠点
病院制度」あるいは「がん診療連携拠点病院機能強化事業」に関して、政策評

価 (事前評価、事後評価)の仕組みを、事前に決めておく必要がある。
2.その際、第 2期がん対策推進基本計画における個別分野 (例 :医療機関の整
備等)の 目標および評価指標などと、整合性が取れるものとしておく必要があ
る。          ,
3.政策評価については、下記の参考資料 (2ページ以降)のような厚生労働省
の既存の仕組みを参考にしつつ、都道府県や海外における評価方法の好事例も

踏まえたうえで、事前評価/事後評価の評価シー トをあらかじめ作成 しておく
必要がある。     1
4.第 2期がん対策推進基本計画の開始に当たつて、2012(平成 24)年度予算
策定時から、がん拠点病院制度のみならずtがん対策の各分野の主な施策や事

業に関して、このような政策評価シー トを作成する必要がある。

5.がん対策推進協議会において、これらの政策評価ツールを活用しつつ、が
ん対策全般の評価を定期的に進捗管理することが必要である。そのため、がん

対策推進基本計画の分野別目標や評価指標、中間評価、̀政策評価シー トなどの

仕組みに整合性があるように、当初から設計しておくことが重要と考えられる。

・平成22年度 実績評価書 (平成21年度の実績の評価)「政策医療を向上。均てん化さ
せること」について (参考として添付 )

httTD:=■、 ww l1111、、4go.ip/¬pたeisakt1/iiⅣ ou/10iisseki/d1/hvouka/1‐ 4‐ 1.pdf

・在宅緩和ケア対策推進事業

http://wvvw.mhl_go.ipム rpノ seisaku/iittou/10iigvou02/d1/hvOuka/1‐ 111.lDdf          l

。がん検診実施体制強化モデル事業 (参考 として添付 )

httlD:′′w、v‐ mhlれ go.ip/Ⅵっ/seisakuノiigvou/10ii"ou02/d1/hvouka/1-11-9.pdf

。マンモグラフィ検診従事者研修事業

http://wvvw.mhl、 vgo ip/wp/seisakl1/iiⅣ ou/10iiⅣ ou02/d1/hvouka/1‐ 11‐9.Ddf    :

1
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平成22年度 見繹 物層
`Z″
2ブ物 兵際の評筋リ

麓妨餡動を棄冠‐ 力こん″さどうことノだつιlて

.  平成22年 8月
医政局政策医療課[池永敏康課長]

1. 政策体系上の位置付け

厚生労働省では、基本目標>施策大目標>施策中目標>施策小日標を設定して政策を実施してい

ます。本施策は施策中目標に当たり、政策の体系上の位置付けは次のとおりです。

【政策体系 (図 )

※ 並列する施策中目標はありません。

【政策体系 (文章)】

基本国標 I 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
施策大目標4 国が医療政策として担うべき医療 (政策医療)を推進すること
'  施策中目標1 政策医療を向上・均てんイしさせること

2
■19-
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(関連施策)

特になし

(予算書との関係)

施策を実施するために必要な経費を計上してぃる。

2. 施策の概要

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。主な事務事業等や設定している指標 。目標値

は別図 (政策体系)を参照下さい。また、本施策の実現のために投入している資源は次のとおりで

す。

(施策小目標)

(施策小日標 2)

(予算)

に関する評価については、、独立行政法人通則法 (平成 11年第 103号 )に基
づく独立行政法人評価委員会が行う業務実績評価によるものとする。)

政策医療の均てん化を図ること

(独立行政法人国立高度専門医療研究センターで実施する政策医療の開発・確立

に関する評価については、独立行政法人通則法 (平成 11年第 103号 )に基
づく独立行政法人評価委員会が行う業務実績評価によるものとする。)

I118 H19 H20 H22

予算額

(決算帥 (百万円)

お、673 25,546 2&472

3
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3. 施策を取り巻<環境 一 評価の前提

(1)施策の枠組み (根拠法令、政府決定、関連計画等)

国が医療政策として担うべき医療 (政策医療)については、医療政策における国立高度専門医療
センター (ナショナルセンター)の位置づけを踏まえ、がん、脳卒中、心臓病等の分野ごとに、施

設の有する機能に応じて、診療・臨床研究・教育研修・情報発信を行うことで、効率的かつ効果的

な政策医療の開発・確立を図る8

4
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(2)現状分析 (施策の必要性)

国立高度専門医療センター (ナショナルセンター)は、がん、脳卒中、心臓病など、その制圧が

国民的課題になっている疾病について、高度先駆的な医療技術の開発・普及、病因・病態の解明、

新たな診断・治療法の開発・研究、専門的従事者の研修及び情報発信を総合的・
主体的に行うため

の中核的機関として設置され、従来よりその研究への取り組みなどにより、政策医療の着実な推進

に取り組んでいます。

また、国のがん戦略の推進など、国の医療政策上のニーズに対応する観点から、ナショナルセン

ターとして特定の疾患に関する全国の中心的機関としての機能強化を一層推進するとともに、今後

その機能の更なる充実 ?強化を行うこととしています。

その際、現在、がん対策で進められているようなナショナルセンターと地方の中核拠点病院との

連携を念頭に置いて、都道府県の医療計画等との連携を図りつっ、ナショナルセンターにおいては、

各政策医療分野の研究、医療、人材育成、情報発信の牽引車としての役割や、高度先駆的医療の研

究開発、高齢者の在宅医療システムの全国への普及等を行う役割を担うとともに、政策提言を行う

ことができる方向で、平成 22年度から研究開発型の独立行政法人である国立高度専門医療研究セン

タ‐となったところです:

(3)施策実施上の留意事項 (総務省、会計検査院等によるl旨摘)

特になし

5
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4。  評価と今後の方向性

指標・目標値の動き等をもとに、本施策を評価し、今後の方向性をまとめました。施策小日標ご

との詳細な評価は、 5.を参照下さい。

(指標 。目標値)

指標と目標値 (達成水準/達成時期)

アウ トプット指標

H20 1 1121H17 H18 H19

1 国立高度専門医療センターの

職員の発表論文数 (掲載に専門

家による審査が必要となる国

際的に評価される専門的科学

雑誌に掲載された科学論文 )

(前年度以上/毎年度 )

2,963 2,961 3,073 3,145 3,783

達成率 111.5% 99.9% 103180/。 102.3% 120。 3%
2 国立高度専門医療センターの

ホームページヘの年間アクセ

ス数

(前年度以上/毎年度 )

7,037,146 18:337,788 26,196,683 36,830,123 49,589,087

達成率 117.70/0 260.60/0 142.90/0 140.6% 134.6%

【調査名・資料出所、備考等】

・指標 1及び2については、医政局政策医療課調べ。

・指標 1については、未確定のため今後変更の可能性あり。

参考統計

*【】内は、目標達成率

(実績値/達成水準 )

、]117 H18 H19 H20 I121

政策医療に係る研究機能 (研究

部の数)(単位 :数 )
(前年度以上/毎年度 )

97

【́101.0%】

97

,【 100.0%】

97

【100.0%】

97

【100.0%】

99

【102.1%】

2 治験受入件数 (単位 :件数 )

(前年度以上/毎年度 )

472

【110.3%】

464

【98.30/0】

427

【92.00/0】

533

【1248%】

641  :

【120.3%】

3 研修会受入人数

(対前年度増/毎年度 )

4,922

【207.1%】

8,201

【166.60/0】

12,215

【148.90/O】

23,397

【191.5%】

17,391

【74.30/。 】

【調査名・資料出所、備考等】                         |
・参考統計 1についてはt研究所等に設置する研究を所掌とする部の数であり、医政局政策医

療課調べ。          :
・参考統計 2、 3については、医政局政策医療課調べ。
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(指標の分析 :有効性の評価)

高度先駆的な医療技術の開発・普及、専門的従事者の研修等を通じ政策医療の向上・均てん化を

図るため、多数の論文の発表、ホームページを通じた情報発信、研修会等を通じた地域の医療従事

者の質の向上による人材育成といつた取り組みを行つているところです。発表論文を通じて、研究

開発の成果を普及していくこと等により、高度先駆的な医療技術の普及が効率的かつ効果的に図ら

れており、平成 21年度の論文発表数は前年度より大幅に増加し35oO件以上の論文を発表していま

す。ホームページヘの年間アクセス数についても前年より大幅に増カロするなど、施策目標をほぼ達

成したものと評価できます。

(効率性の評価)                       、

小目標 1:ナショナルセンターにおいては、高度な医療を開発・確立するため、研究開発の推進
に取り組んでおり、研究成果を活かすための一環として、論文という形で発表していくことを通じ

て、研究成果の共有などを図つており、効率的に政策医療の開発に寄与していると評価できますじ

発表論文数については、平成 21年度は前年度より大幅に増加し3500件以上の論文を発表してい

ます。また、研究部数が前年度より増加し、治験受入件数も前年度より大幅に増加 し、平成 21年度

においては 600件以上の治験を行つていることから、今後も、更なる増加が期待され、ひいては政

策医療の確立が期待されるところです。

小目標 2:ナショナルセンターにおいては、開発確立された高度な医療を均てん化するため、地
方の中核的な医療機関との連携を図るとともに、医療従事者等に対する研修や国民、医療従事者向

け情報発信をホームページの活用により行うことで、効果的に政策医療の向上、均てん化に寄与し

ていると評価できます。ホームページアクセス数については、平成 21年度においては平成 20年度

と比べ大幅に増加しており、評価できます。

研修会受入人数は、平成 21年度は前年度より減少したものの、2万人近くの人数を研修会で受け

入れています。今後も引き続き積極的な研修の実施を行うことによって、政策医療の均てん化等、

着実な推進を図つていくこととしています。

(今後の方向性 )

ナショナルセンターは、行政改革推進法 (平成 18年法律第 47号)及び特別会計に関する法律 (平

成 19年法律第 23号 )により、独立行政法人に移行させるとともに、国立高度専門医療センター特

男J会計が平成 21年度末をもって廃止されることとなりましたL

このため、高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律 (平成 20年法律第 63

号)に基づき、国の医療政策として、国民の健康に関する影響のある特定の疾患に関する高度かつ

専門的な医療等の向上を図ることを目的とした研究開発型の独立行政法人である、国立高度専門医

療研究センターヘ平成 22年 4月 より移行しています。
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5。 評価と今後の方向性 (施策小日標ごと)

施策小日標ごとの評価と今後の方向性は次のとおりです。指標・目標値の動きは別図を参照下さ

い。また、個別の事業ごとの評価は別表を参照下さい。指標の出典等は9.参考を参照下さい。

(1)施策小目標 1「政策医療を開発・確立すること」関係

(指標 ,目標値)

指標と目標値 (達成水準/達成時期 )

アウトプット指標

「

■1シ  I H18 1 :童 15 1 量20 1 H21
1 国立高度専門医療センターの職

員の発表論文数 (掲載に専門家

による審査が必要となる国際的

に評価される専Fi的科学雑誌に

掲載された科学論文)(前年度
以上/毎年度)

※施策中目標の係る指標 1と同

じ

2,963 2,961 3,073 3,145 3, 783

達成率 111.50/。 99。 9% 103.80/0 102.3% 120.3°/。

【調査名・資料出所、

・指標 1については、
。指標 1については、

備考等】

医政局政策医療課調べ。

未確定のため今後変更の可能性あり:

参考統計

*【】内は、日標達成率

(実績値/達成水準 )

H17 H18 I119 I120 H21

政策医療に係る研究機能 (研究

部の数)(単位 :数)(前年度

以上/毎年度)

97

【101.0°/o】

97

【100.0%】

97

【100.0%】

97

【100.0°/o】

99

【102.1%】

2 治験受入件数 (単位 :件数)(前

年度以上/毎年度 )

472

【110.3%】

464

【98.3%】

427

【92.0%】

533

【124.8%】

641

【120.30/。】

【調査名ち資料出所、備考等】

・ 参考統計 1については、研究所等に設置する研究を所掌とする部の数であり、医政 局政
策医療課調べ。

・ 参考統計 2については、医政局政策医療課調べ。              1
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(事務事業等の概要)

:各ナショナルセンタ
=に
設置している研究所において、特定の疾患の調査及び研究を行うため、

以下の事務事業等を実施

・研究所運営事業

各ナショナルセンターに設置している研究所において、特定の疾患の調査及び研究を行う。

・治験推進事業          :          ′

各ナショナルセンターにおける高度な医療環境を活用し、民間企業等から治験の受託を推進する。

・大型研究事業

がん、循環器病、精神・神経疾患、国際医療協力、成育医療、長寿医療の各分野において研究事

業を行う。

(評価と今後の方向性)

○研究所運営事業 (別表1-1参照)
○治験推進事業 (別表1-2参照)
○大型研究事業 (別表1-3参照)
ナショナルセンターにおいては、高度な医療を開発・確立するため、研究開発の推進に取り組ん

でおり、研究成果を活かすための一環として、論文という形で発表していくことを通じて、研究成

果の共有などを図うており、効率的に政策医療の向上・均てん化に寄与していると評価できます。

発表論文数については、平成 21年度は前年度より大幅に増加し、3500件以上の論文を発表してぃ

ます。また、研究部数が前年度より増加し、治験受入件数も前年度より大幅に増加し、平成 21年度

においては 600件以上の治験を行つていることから、今後も更なる増加が期待され、ひいては政策

医療の確立が期待されるところです。

*各事業の詳細な評価は、男J表を参照下さい。
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